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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 01

事業１ 計量検査事務費

６－２ものづくり産業の活性化 款 07 事業２ 計量検査事務費

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－２ものづくり産業の活性化

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課

②

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別平成20年度 ～

根拠法令要綱 計量法

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

①

維持

コスト

連絡先 34-3110

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

○

計量法に基づく計量器定期検査や計量思想の啓発を通して、適正な計量の実施を確保することで、市民生活
の安定に寄与するものである。 

定期検査の対応は資格を有する計量士に委託して実施しているが、市民からの問い合わせ等に対応するた
め、担当市職員も計量行政及び計量業務への正しい知識の習得が課題である。

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

計量検査事務事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　計量器定期検査の実施や計量思想の普及啓発をとおして、適正な計量の
実施を確保するもの。また、これをもって計量法の目的である経済の発展
及び文化の向上に寄与するもの。 


 

内容 

　⑴　特定計量器定期検査 

　　ア　集合場所検査（１３日間実施、５１５台） 

　　イ　追加検査（３日間実施、８２台） 

　　ウ　所在場所検査 

　　　(ｱ)　大型はかり（３日間実施、８台） 

　　　(ｲ)　小型はかり（９日間実施、６４５台） 

　⑵　立入検査 

　　　商品量目立入検査（３日間実施） 

　⑶　計量思想の普及啓発 

　　　計量記念日事業として長野県計量検定所及び長野県計量協会と共催
で「まつもと計量フェア」を開催 

　　　（ポスター掲示、パネル展示、おやつ計量体験、街頭啓発（ティッ
シュ配り）） 




効率指標

定期検査実施日数

定期検査受検個数
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

1,500.000 1,500.000

29.000 30.00029.000

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 達成度R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

30.000

1,500.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和　７年度

令和　７年度

成果指標

効率指標

30.000

その他

1,529.000 1,397.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

単位

日／年

台／年

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

302 906 906 302

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

活動指標の増減維持理由

0

0

97%

93%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

2,202

令和　３年度 決算

4,781

2,202

0

2,579

0

0

令和　４年度 決算

4,449

1,870

0

0

0

2,277

7,590

1,870

2,579

2,277

0.300

302

0.300

0

0

0

2,691

0

0

0

1,239

1,452

0

0

0.200

0

0

1,518

0

0

0

2,424

1,165

990

0

3,183

2,277

0.300

0

0

1,440

1,650

1,518

0.200

0

1,820

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

4,910

3,090

0

令和　５年度 決算

5,115

令和　６年度 決算

5,338

2,155

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 補助金

目 02

事業１ こだわりのある商店街づくり事業費

６－１新商都松本の創造 款 07 事業２ こだわりのある商店街づくり事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－１新商都松本の創造

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別昭和62年度 ～

根拠法令要綱 松本市商店街活動振興事業補助金交付要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

①

維持

コスト

連絡先 34-3110

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

・松本市商業ビジョンの中間見直し結果にあわせ、令和７年度から補助制度の見直しを実施。商店街活動強
化事業をイメージアップ事業に改定し、ブランディングや個店の魅力向上等に対して補助を行う。またまち
おこし事業に賑わい創出事業、夜のにぎわい創出事業を含めることとし、誘客イベント全般に補助を行う。

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

継続事務事業

商店街団体等数

事業概要

令和 6年度

こだわりのある商店街づくり事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　商店街で実施する個性ある集客イベントや共同で行う販売促進活動への
支援を通して、多くの市民や観光客が訪れる魅力ある商店街づくりを図る
もの 


 

内容 

1　商店街まちおこし事業 

　 個性ある誘客イベント事業（事業費が50万円以上）に対し、開催に要す
る経費の1/3を支援 

　・9件 



2　商店街活動強化事業 

　 共同で行う販売促進活動に要する経費の1/3を支援 

　・7件 



3　商店街賑わい創出事業 

　 歩行者天国を実施する誘客イベントに要する経費の1/2を支援 

　・2件 


効率指標

補助金交付件数

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

18.000 20.00020.000

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

61.000 60.000 0.000

【総合評価】

評
価 Ｂ

58.000

R 5年度実績 達成度R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

60.000

14.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和　７年度

成果指標

効率指標

14.000

その他

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

単位

団体

件／年

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

活動指標の増減維持理由

0

0

90%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

5,100

令和　３年度 決算

5,859

5,100

0

759

0

0

令和　４年度 決算

6,335

5,576

0

0

0

759

7,590

5,576

759

759

0.100

0

0.100

0

0

0

4,565

0

0

0

0

0

0

0

0.100

0

0

759

0

0

4,565

759

0

0

4,958

759

759

0.100

0

0

0

0

1,518

0.200

7,120

1,518

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

8,638

7,120

0

令和　５年度 決算

5,324

令和　６年度 決算

5,717

4,958

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 02

事業１ 中小企業振興費

６－１新商都松本の創造 款 07 事業２ 中小企業振興費

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－１新商都松本の創造

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別～

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

①

維持

コスト

連絡先 34-3110

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

中小企業に対する基礎的な支援を継続するとともに、経済をとりまく環境の変化をとらえ、臨時の支援策等
を行う

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

中小企業振興事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　松本市商業ビジョン（Ｒ元年度～Ｒ10年度）及び松本市経営発達支援計
画（Ｒ２年度～Ｒ６年度）に基づき、中小企業並びに小規模事業者に対
し、経営指導、持続化支援等の支援を実施するもの 


内容 

１　景気動向調査　 

　　景気動向調査　１２回、特別調査　１回 

２　中小企業能力開発学院 

　　自社内で研修を行うことができない中小企業に対し、専門知識、 

　　技術を習得するための講座開催支援 

３　小規模企業指導事業 

　　小規模事業者の経営発達支援を積極的に行うため、商工団体が 

　　行う伴奏型の経営指導に対し支援 


 




効率指標

経営発達支援計画に基づく事業計画年間策定数
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

286.000 165.000165.000

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 達成度R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

266.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和１０年度

成果指標

効率指標

260.000

その他

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

単位

件

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

906 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

活動指標の増減維持理由

656,565

0

173%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

41,444

令和　３年度 決算

700,286

698,009

0

2,277

0

0

令和　４年度 決算

454,094

447,116

60,090

361,395

0

2,277

7,590

25,631

6,978

6,072

0.800

0

0.300

0

0

0

20,880

0

0

0

0

0

0

0

0.300

0

0

2,277

0

0

20,880

2,277

0

0

20,653

2,277

2,277

0.300

0

0

0

0

2,277

0.300

25,260

2,277

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

27,537

25,260

0

令和　５年度 決算

23,157

令和　６年度 決算

22,930

20,653

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

令和2年度以降の増減は、新型コロナウイルス関連、燃料高等関連の支援金によるもの 

令和7年度は小規模企業指導事業補助金見直しによる増

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 負担金

目 02

事業１ 商業振興事業費

６－１新商都松本の創造 款 07 事業２ 商業振興事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－１新商都松本の創造

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別平成31年度 ～ 令和10年度

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

①

維持

コスト

連絡先 34-3110

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

令和5年度に商業ビジョンの中間見直しを実施した。引き続き各施策の必要性を検討しながら商業活動の振興
を行う。

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

中心市街地の歩行者通行量

② 松本市中心市街地入居店舗率

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

商業振興事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　松本市商業ビジョン（R元年度～R10年度）に基づき、中心市街地の活性
化並びに松本市全体の商業振興を図る 


内容 

１　市民祭松本まつり（負担金） 

　　市民祭の商業部門「松本まつり」の事業費の一部を負担 

２　松本あめ市（負担金） 

　　中心市街地活性化のため事業費の一部を負担 

３　中心市街地活性化事業（負担金） 

　⑴　回遊性向上に繋がる事業に対し支援 

　⑵　中心市街地の空き店舗・空き地調査 

４　商店街歩行者通行量調査（負担金） 

　　大型店出店の影響や商店街の繁栄度を示す基礎調査として 

　　経費の一部を負担 

５　松本商店街連盟（補助金） 

　　中心市街地の商業振興に寄与する団体の事業費を助成 

６　松本商工親和会連合会（補助金） 

　　郊外地域の商業振興に寄与する団体の事業費を助成 

７　商店街等共同施設設置事業 

　　商店街団体等が街路灯等を設置・修繕する事業を助成 

８　空き店舗活用事業 

　　空き店舗を解消するため、空き店舗を賃借して出店する場合の 

　　家賃の一部を助成 





効率指標

空き店舗活用事業補助件数

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

1.000 6.0006.000

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 達成度R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

6.000

101,139.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

90.100

③

①

令和　７年度

令和１０年度成果指標

令和１０年度

90.000

効率指標

3.000

その他

114,424.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

102,957.000 138,000.000 138,000.000

90.200 92.000 92.000

単位

件

人／日

％

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

75%

98%

活動指標の増減維持理由

0

0

17%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

4,022

令和　３年度 決算

7,817

4,022

0

3,795

0

0

令和　４年度 決算

16,376

12,581

0

0

0

3,795

7,590

12,581

3,795

3,795

0.500

0

0.500

0

0

0

11,562

0

0

0

0

0

0

0

0.500

0

0

3,795

0

0

11,562

3,795

0

0

9,991

3,795

3,795

0.500

0

0

0

0

3,795

0.500

12,810

3,795

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

16,605

12,810

0

令和　５年度 決算

15,357

令和　６年度 決算

13,786

9,991

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

令和2,3年は新型コロナウイルス感染症による事業中止があった 

令和6年は松本商工親和会連合会の解散があり補助金の支出がなかった

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 補助金

目 02

事業１ 創業者支援事業費

６－１新商都松本の創造 款 07 事業２ 創業者支援事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－１新商都松本の創造

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別平成31年度 ～ 令和10年度

根拠法令要綱 松本市創業支援事業補助金交付要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

①

維持

コスト

連絡先 34-3110

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

移住創業者向けに要件拡充を行いました。今後も各地域の状況や事業承継に対する課題を反映することを検
討し、松本市商業ビジョン中間見直し版において重点事業に掲げた「創業・移住・事業承継をマッチングさ
せる支援体制の構築」を進めます。

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

支援を受けた事業者の５年後事業継続率

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

創業者支援事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　意欲ある創業者が円滑に創業し自立することができるように、対象とす
る経費に対して補助をするとともに、伴走型の支援を行うもの 




内容 

１　新規開業家賃補助事業 

　　新規開業者が店舗を賃借して開業する場合の家賃を補助（2年間） 

　　補助率　1年目　家賃の3/10（上限8万円/月） 

　　　　　　2年目　家賃の2/10（上限6万円/月） 



２　新規開業支援利子補給事業 

　　新規開業者が開業にあたり市や県の制度資金等で創業支援向け融資を
利用した場合の利子を補助（2年間） 

　　補助率　1年目　利子相当額 

　　　　　　2年目　利子相当額の2/3 




効率指標

新規創業支援件数

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

52.000 45.00048.000

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 達成度R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

49.000

94.300

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和　７年度

成果指標

令和１０年度

効率指標

42.000

その他

93.900

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

94.200 95.000 94.000

単位

件

％

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

1,208 1,812 1,812 1,812

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

100%

活動指標の増減維持理由

0

0

116%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

44,762

令和　３年度 決算

50,524

44,762

0

5,762

0

0

令和　４年度 決算

45,407

40,404

0

0

0

4,554

7,590

40,404

5,003

3,795

0.500

1,208

0.600

0

0

0

34,198

0

0

0

0

0

0

0

0.200

0

0

1,518

0

0

34,198

3,330

0

0

28,360

3,330

1,518

0.200

0

0

0

0

3,795

0.500

34,270

5,607

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

39,877

34,270

0

令和　５年度 決算

37,528

令和　６年度 決算

31,690

28,360

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

新型コロナウイルスの影響下において創業者への支援を強化するため、以下のとおり家賃補助1年目補助率の引き上げを実施。 

・R2.1.1～R3.3.31に開業した事業者…6/10(上限16万円/月) 

・R3.4.1～R4.3.31に開業した事業者…5/10(上限14万円/月) 

・R4.4.1～R5.3.31に開業した事業者…4/10(上限12万円/月)

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 02

事業１ 中小企業金融対策事業費

６－１新商都松本の創造 款 07 事業２ 中小企業金融対策事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－１新商都松本の創造

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別令和 6年度 ～ 永年

根拠法令要綱 松本市商工業振興条例施行規則

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

①

維持

コスト

連絡先 34-3110

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

Ｒ６年度においては、コロナ資金の回収も進み、返済額が増加傾向。今後は経済動向を注視し、地域性や業
種の特色を活かした制度資金になるよう見直しを検討していく。

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

中小企業金融対策事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

中小企業者が事業経営に必要とする資金を円滑に調達できるよう、市制度
及び県制度資金の融資あっせんと、制度資金を利用する際に必要な信用保
証料及び一部資金の利子について支援するもの 





内容 

１　中小企業金融対策資金信用保証料補助 

　　中小企業者が制度資金を利用し、事業資金の借入をする場合に、その
借入がスムーズに行われるよう「公的な保証人」となる保証制度を利用し
たとき、中小企業者が支払う保証料に対し支援 

　・市制度資金　３６５件（Ｒ７．３月末実績） 

　　保証料の４／５を市が負担 

　　（ただし、セーフティネット保証に該当する場合は全額負担） 

　・県制度資金　２０７件（Ｒ７．３月末実績） 

　　保証料の２／５ずつを市と県が負担 

　　（ただし、セーフティネット保証に該当する場合は１／２ずつ負担） 



２　中小企業金融対策資金利子補給　１，１４２件 

　　市制度資金７資金について、中小企業者が支払う利息に対し支援 

　　期間　３年間 

　　利子補給利率　０．２％～１．６％ 




効率指標

あっせん申込件数
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

585.000 500.000500.000

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 達成度R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

844.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和　７年度

成果指標

効率指標

500.000

その他

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

単位

件

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

4,530 4,530 4,530 4,530

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

活動指標の増減維持理由

金利上昇懸念による申込数増加。

0

0

117%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

546,485

令和　３年度 決算

5,435,420

5,416,485

0

18,935

0

4,870,000

令和　４年度 決算

6,482,733

6,469,095

0

0

0

11,385

7,590

479,095

13,638

9,108

1.200

7,550

1.500

0

0

0

6,579,880

0

0

0

0

6,458,606

0

0

1.200

0

0

9,108

0

5,990,000

121,274

13,638

0

5,090,870

172,020

13,638

9,108

1.200

0

0

0

4,590,100

9,108

1.200

107,300

13,638

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

4,711,038

4,697,400

0

令和　５年度 決算

6,593,518

令和　６年度 決算

5,276,528

5,262,890

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

コロナ資金における据置期間が終了し、貸出残高が減少しているため（「その他」で計上している預託金は、年度末の貸出残高（融資額
－回収額）を基に算出している。）。

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　市内の工業団地の適切な維持・管理を行い、産業振興に寄与するもの 



内容 

１　大久保工場公園団地管理会館管理 

　　大久保工場公園団地管理会館の適切な維持・管理 

　　令和６年度　大久保工場公園団地管理会館会議室利用件数15件 



２　工場団地敷地貸付事業 

　　工場団地内の松本市所有地の貸付 



３　工場団地内敷地管理事業 

　　工場団地内の市有地について、除草、伐採、沈砂池汚泥処理等の管理 







効率指標

大久保工場公園団地管理会館会議室利用件数

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

工場団地管理事業

分野

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

特に耐震対策は実施済みであるものの、築年数が長い大久保工場公園団地管理会館については、維持コストが
増加していく課題があるため、利用実態や施設の必要性等について組合と協議し、廃止に向けた検討を行う。

○

連絡先 34-3270

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱 松本市大久保工場公園団地管理会館条例・施行規則

地域区分 予算要求区分施設種別 その他施設 経常経費

事業種別昭和49年度 ～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－２ものづくり産業の活性化

前年度の結果

事業１ 工場団地管理事業費

６－２ものづくり産業の活性化 款 07 事業２ 工場団地管理事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 02
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

15,271

12,700

0

令和　５年度 決算

15,312

令和　６年度 決算

14,229

11,658

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

759

0.100

0

0

0

0

759

0.100

12,700

2,571

12,741

2,571

0

0

11,658

2,571

0

0

0.100

0

0

759

0

0

0

12,741

0

0

0

0

0

10,450

2,571

759

0.100

906

0.100

0

0

令和　４年度 決算

13,021

10,450

0

0

0

759

7,590

11,220

令和　３年度 決算

12,885

11,220

0

1,665

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

75%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

1,812 1,812 1,812 1,812

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

件

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

10.000

その他

令和　７年度

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

202.000

達成度R 5年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

20.00015.000 20.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　市内中小製造業者の活性化に資する各種支援施策に必要な負担金及び補助
金の交付をするもの 



内容 

１　ビジネスタイアップ商談会 

　　諏訪圏工業メッセ参加企業への支援（出展料負担） 

　　※出展社数：359社　来場者数：18,769人 



２　中小企業総合展 

　　テクニカルショウヨコハマへの出展補助 

　　※出展社数：810社　来場者数：17,602人 



３　まつもと広域ものづくりフェアへの負担金 



４　松本機械金属工業会への運営費補助 



５　工業団地分譲地購入費、工場の新増設等に伴う建物・設備の固定資産 

　税（3年間）、緑化工事費、福利厚生施設建設費、空き工場を借用する場 

　合の賃借料等に関し、その一部または全部を補助 








効率指標

まつもと広域ものづくりフェア来場者数

展示会への出展件数

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

工業振興事業

分野

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

・コロナ禍を経て、展示会やイベントが通常開催となり、来場者数は増加傾向 

・対面で自社製品・技術をPRする場は、中小企業者の販路拡大に効果があるため、支援を継続していく。 

・各支援制度のPRを行い、展示会へ出展する新規企業を増やしたい。

○

連絡先 34-3270

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

事業種別～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課

②

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－２ものづくり産業の活性化

前年度の結果

事業１ 工業振興費

６－２ものづくり産業の活性化 款 07 事業２ 工業振興費

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 02
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

企業立地助成金の対補助象企業が減少したため。

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

12,889

12,130

0

令和　５年度 決算

28,650

令和　６年度 決算

21,655

20,896

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

759

0.100

0

0

0

300

759

0.100

11,830

759

27,698

759

0

225

20,671

759

0

0

0.100

0

0

759

0

0

0

27,891

0

0

0

0

193

105,913

759

759

0.100

0

0.100

0

0

令和　４年度 決算

106,672

105,913

0

0

0

759

7,590

107,954

令和　３年度 決算

108,713

107,954

0

759

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

77%

83%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

人

件

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

2,160.000

その他

9.000 10.000

令和　７年度

令和　７年度

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

2,174.000

9.000

達成度R 5年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

3,000.000

12.000

2,307.000 3,000.000

12.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　物産展等の開催や出展等による地場産品の販路拡大や新商品開発等による
新たな需要の喚起、伝統産業の技術を継承できる後継者の育成等により地場
産業の振興を図るもの 



内容 

１　ものづくり伝承事業 

　⑴　物産展等への出展及び事業者の出展支援：販売促進 

　　　R6県外物産展出展回数　８回（中京圏、首都圏等） 

　⑵　イベント開催：販路開拓 

　　　信州・松本そば祭り(10月) 

　⑶　後継者確保に向けた後継者育成費の助成 

　⑷　伝統産業の理解を深め、市民への浸透を図る市民体験講座等の実施 

　⑸　地場産業振興に資する事業を実施する団体等への支援 

　　ア　松本特産品振興協会 

　　イ　松本家具工芸協同組合 

　　ウ　長野欧州貿易機構 



２　その他 

　　ＥＣサイトでの販売を行っていたが、在庫管理や配送等の事業者対応が
難しく、現在は出品休止中 








効率指標

イベント参加・主催数

後継者育成助成件数

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

地場産業振興事業

分野

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

出展後に商品に対する問い合わせがあり、販売促進や販路拡大につながっている。また、事業者からの物産展
開催の要望は一定数あり、今後も県外を中心に実施を継続する。 

出展にあたっては、課題となっている事前周知に対し、出展者に早く情報展開することで、多方面から周知を
行えるようにする。 ○

連絡先 34-3270

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱 松本市補助金交付規則

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

事業種別～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課

②

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－２ものづくり産業の活性化

前年度の結果

事業１ 地場産業振興費

６－２ものづくり産業の活性化 款 07 事業２ 地場産業振興費

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 02
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

・信州・松本そば祭り費用の減額：令和７年度旧博物館の解体工事により開催中止

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

10,638

7,610

0

令和　５年度 決算

22,031

令和　６年度 決算

22,733

19,395

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

3,036

0.400

0

0

0

0

1,518

0.200

7,610

3,028

18,693

3,338

0

0

19,395

3,338

0

0

0.400

0

0

3,036

0

0

0

18,693

0

0

0

0

0

4,749

3,338

3,036

0.400

1,510

0.700

0

0

令和　４年度 決算

8,087

4,749

0

0

0

5,313

7,590

8,699

令和　３年度 決算

15,522

8,699

0

6,823

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

114%

0%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

302 302 302 1,510

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

件／年

件／年

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

5.000

その他

0.000 0.000

令和　７年度

令和　７年度

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

4.000

0.000

達成度R 5年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

7.000

1.000

8.000 7.000

1.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 補助金

目 02

事業１ 企業事務所等誘致事業費

６－２ものづくり産業の活性化 款 07 事業２ 企業事務所等誘致事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－２ものづくり産業の活性化

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別平成 6年度 ～

根拠法令要綱 松本市企業事務所誘致事業補助金交付要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

①

維持

コスト

連絡先 34-3270

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

○

・R6年度は、相談はあったものの補助金の利用までは至らなかった。 

・近年、利用件数が伸び悩んでいることから、類似制度との統合を検討。より魅力のある、利用しやすい制
度への改善を目指す。

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

事務所誘致件数（累計）

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

企業事務所等誘致事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　企業が松本市に事業所を設置することに対する支援を行い、雇用機会の
確保及び地域経済の発展を図るもの 





内容 

１　企業事務所誘致事業補助金 

　⑴  補助対象者 

　　ア　東京、大阪、名古屋証券取引所並びに新興市場に株式を上場して 

　　　いる企業 

　　イ　上記企業の関連企業（⑴の企業が株式の１／２以上を保有） 

　　ウ　東京、大阪、名古屋の各証券取引所並びに新興市場に株式を上場 

　　　できる企業 

　⑵  補助対象経費及び補助額 

　　ア　取得の場合 

　　　　事務所開設後３年分の固定資産税（土地、建物）相当額 

　　　　（中心市街地の場合は５年分） 

　　　　限度額　１，０００万円／年 

　　　　（中心市街地の場合は、４年目以降は６００万円／年） 

　　イ　賃貸の場合 

　　　　事務所開設後３年分の賃借料の１／２相当額 

　　　　（中心市街地の場合は５年分） 

　　　　限度額　８００万円／年 

　　　　（中心市街地の場合は、４年目以降は４００万円／年） 




効率指標

企業事務所等誘致事業補助金交付件数

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

0.000 1.0001.000

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 達成度R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

2.000

30.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和　７年度

成果指標

令和　７年度

効率指標

2.000

その他

30.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

30.000 31.000 31.000

単位

件／年

件

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

97%

活動指標の増減維持理由

0

0

0%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

7,073

令和　３年度 決算

7,832

7,073

0

759

0

0

令和　４年度 決算

6,327

5,568

0

0

0

759

7,590

5,568

759

759

0.100

0

0.100

0

0

0

2,784

0

0

0

0

0

0

0

0.100

0

0

759

0

0

2,784

759

0

0

0

759

759

0.100

0

0

0

0

759

0.100

0

759

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

759

0

0

令和　５年度 決算

3,543

令和　６年度 決算

759

0

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　平成30年に策定した「松本市工業ビジョン」(計画期間：平成30年～令和
9年)に基づき、重点産業の推進や新製品開発、販路拡大等の支援、ＩＣＴ
の活用推進等により、産業創発力の向上や生産性の向上等、製造業の活性
化を目指すもの 



内容 

１　工業ビジョン推進（松本ものづくり産業支援センター） 

　　松本市工業ビジョンに掲げる重点産業（食料品製造業、高度な産業用 

　機械分野）の推進に、松本ものづくり産業支援センターを中心に産学官 

　が連携して取り組むもの 



　　令和2年度に経産省の支援を受け地域中核企業への補助金を新設 

　　令和3年度に関東経済産業局と連携協定を締結し各種事業を実施 

　　令和5年度からは、連携協定で得たノウハウを活かし、支援センターに
て 

　独自事業を実施　 



２　中小製造業向け補助金 

　⑴　松本市製造業等活性化支援事業（新製品・技術の開発等への支援） 

　⑵　松本市製造業等販路拡大支援事業（展示会・見本市への出展支援） 

　⑶　松本市製造業等人材育成支援事業（経営力強化、技術力向上等の 

　　人材育成支援） 

　⑷　松本市地域中核企業支援事業（地域中核企業向けの施設整備支援） 



３　ICT活用地域産業振興事業（サザンガク） 

　　イノベーション創出・人材育成等のためのセミナー･イベントの開催、 

　企業のIT人材育成・IT活用支援、企業・人材誘致等 







効率指標

製造業等活性化支援件数

製造業等販路拡大支援件数

① 補助金活用による事業化、製品化割合

② 補助金活用による国内外への販路拡大企業数

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

産業創発支援事業

分野

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

・食料品製造業について、新製品開発に取り組む企業が増加した。 

・産業用機械分野は、セミナーや視察研修を実施 

・コロナ禍後は、販路拡大支援を拡充したことにより、海外向けの展示会に出展する企業が増加した。 

・引き続き各種支援を通じ、企業の産業創発力や生産性向上を図る。 

・今後はスタートアップ推進にも力を入れ、R7年度は市内における起業機運の醸成を重点的に図る事業を実
施予定

○

連絡先 34-3270

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱
松本市製造業等活性化支援事業助成金交付要綱、松本市製造業等販路拡大支援事業補助金交付要綱、 

松本市製造業等人材育成事業補助金交付要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常・政策的経費

事業種別平成30年度 ～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課

②

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－２ものづくり産業の活性化

前年度の結果

事業１ 産業創発支援事業費

６－２ものづくり産業の活性化 款 07 事業２ 産業創発支援事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 負担金

目 02
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

119,084

107,870

0

令和　５年度 決算

96,156

令和　６年度 決算

116,119

104,905

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

7,590

1.000

0

0

0

0

7,590

1.000

107,870

11,214

84,942

11,214

0

0

104,905

11,214

0

0

1.000

0

0

7,590

0

0

0

84,942

0

0

0

0

0

86,652

11,214

7,590

1.000

3,624

1.000

0

0

令和　４年度 決算

102,640

91,426

4,774

0

0

7,590

7,590

69,051

令和　３年度 決算

91,335

80,121

11,070

11,214

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

100%

88%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

事業化、製品化について、令和6年度は補助金活用件数の増加に伴い、割合が高くなった。

活動指標の増減維持理由

販路拡大について、3年度は、コロナ禍により販路拡大に係る展示会・商談会が激減したため、補助実績が低調であったが、4年 

度以降回復傾向がみられ、補助件数は年々増加している。

0

0

67%

85%

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

3,624 3,624 3,624 3,624

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

％

件／年

①

②

①

②

③

①

単位

件／年

件／年

17.000 20.000 20.000

対象指標

活動指標

50.000 50.000 75.000

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

1.000

その他

20.000 22.000

0.000

令和　９年度

令和　９年度

令和　９年度成果指標

令和　９年度

17.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

10.000

③

①

R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

6.000

14.000

50.000

達成度R 5年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

6.000

25.000

6.000 6.000

25.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　小規模事業者による販路拡大や生産性向上の取組みを支援するため、国
の小規模事業者持続化補助金への上乗せ補助を行うもの 





内容 

補助対象者　国補助金【一般型】の公募第12回～第16回採択者 

補助率　　　「通常型」事業者負担の1/2 

　　　　　　「通常枠」以外の「特別枠」事業者負担の3/4 

補助上限額　「通常型」125,000円 

　　　　　　「賃金引上げ枠」「卒業枠」「後継者支援枠」「創業枠」 

　　　　　　　750,000円 

　　　　　　「賃金引上げ枠（赤字事業者）」495,000円 




効率指標

小規模事業者持続化補助金の利用件数

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

小規模事業者持続化支援事業

分野

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

　第１６回以降のスケジュールが未定だったため、令和６年度で補助事業は廃止。今後は、設備投資に関わ
る補助事業への転換を検討。

○

連絡先 34-3110

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱 松本市小規模事業者持続化支援補助金交付要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

事業種別令和 6年度 ～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

廃止今後の実施方向性

会計種別

商工課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－１新商都松本の創造

前年度の結果

事業１ 中小企業振興費

６－１新商都松本の創造 款 07 事業２ 小規模事業者持続化支援事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 補助金

目 02
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

R5年度から従来の「通常枠」に加え、上限額が引き上げられた「特別枠」に対する上乗せ補助申請が増加したため。

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

0

0

0

令和　５年度 決算

20,642

令和　６年度 決算

21,692

20,174

0

0

0

0

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

1,518

0.200

0

0

0

0

0

0.000

0

0

19,124

1,518

0

0

20,174

1,518

0

0

0.200

0

0

1,518

0

0

0

19,124

0

0

0

0

0

4,494

1,518

1,518

0.200

0

0.200

0

0

令和　４年度 決算

6,012

4,494

0

0

0

1,518

7,590

6,641

令和　３年度 決算

8,159

6,641

0

1,518

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

128%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

件

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

60.000

その他

令和１０年度

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

39.000

達成度R 5年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

0.00064.000 50.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　ＤＸ・ゼロカーボン等に資する設備導入費の一部を補助することで、Ｄ
Ｘ・ＧＸ等の社会の急激な変化に対応した事業の継続と発展を支援するもの 



内容 

１　中小企業者社会変革対応促進事業補助金 

　⑴　補助対象者 

　　　ＤＸ・ゼロカーボン等に資する設備導入を行う市内中小企業者 

　⑵　補助対象経費 

　　　デジタル化、省エネ化等に資する設備、附属設備の購入費、設置に係
る経費等 

　⑶　補助率及び補助限度額 

　　　2/3以内　上限30万円 






効率指標

中小企業社社会変革対応促進事業補助金の交付件数

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

中小企業等社会変革対応促進事業

分野

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

・補助金開始年度であるR5年度は、295件の利用があり、デジタル化・省エネ化の初期段階の支援はできた。 

・R6年度は、申請要件にecoオフィス松本認定事業所若しくは、デジタルシティ松本推進企業になることを加
え、他部署との相乗効果を狙って実施。71件の利用があり、課題解決等のために実施する事業に係る設備導入
等、より実践的な取り組みを行う事業に対して支援をした。 

・R7年度で補助制度は終了するが、新たな施策の検討を実施予定

○

連絡先 34-3270

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱 松本市中小企業者社会変革対応促進事業補助金交付要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

事業種別令和 5年度 ～ 令和 7年度

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－２ものづくり産業の活性化

前年度の結果

事業１ 中小企業振興費

６－２ものづくり産業の活性化 款 07 事業２ 中小企業等社会変革対応促進事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 補助金

目 02

1071



【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

R5年度は交付金を使用し、補助対象となる事業者へ幅広く交付したが、R6年度からは対象者を絞り、市単独予算で実施となったためコスト
が減少している。

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

11,665

10,000

0

令和　５年度 決算

70,948

令和　６年度 決算

18,976

17,311

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

759

0.100

0

0

0

0

759

0.100

10,000

1,665

68,826

2,122

0

0

17,311

1,665

0

0

0.200

0

0

1,518

0

0

0

68,826

0

0

0

0

0

0

0

0

0.000

0

0.000

0

0

令和　４年度 決算

0

0

0

0

0

0

7,590

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

175%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

R5年度は交付金を使用し、補助対象となる事業者へ幅広く交付したが、R6年度からは対象者を絞り、市単独予算で実施したため件数が減少
した。 


0

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 604 906 906

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

件

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

295.000

その他

令和　７年度

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

0.000

達成度R 5年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

40.00070.000 40.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　商業者からの経営相談のうち、売上向上や利益を伸ばすための支援機能
を強化するため、松本商工会議所に、経営経験のある地元人材を商業アド
バイザーとして登録するもの 





内容 

・実際に経営経験のある地元人材を、商業アドバイザーとして松本商工会
議所に登録 

・商業アドバイザーが、主に創業後５年未満の商業者に対して実態にあっ
た個別相談を行う 

　商業アドバイザー登録者数　3名 

　令和６年度支援件数　８件 




効率指標

商業アドバイザー支援件数

① 支援を受けた事業者の５年後事業継続率

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

商業アドバイザー事業

分野

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

商工会議所へ向けられた経営相談に対しての支援機能を強化する目的であったが、実際には商業アドバイ
ザー活用の手前で解決する内容が多く実績が伴っていない。 

令和７年度以降は商工会議所の単独予算で実施することとする。

○

連絡先 34-3110

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

事業種別平成31年度 ～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

縮小今後の実施方向性

会計種別

商工課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－１新商都松本の創造

前年度の結果

事業１ 商業振興事業費

６－１新商都松本の創造 款 07 事業２ 商業アドバイザー事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 負担金

目 02
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

0

0

0

令和　５年度 決算

14

令和　６年度 決算

42

42

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

0

0.000

0

0

0

0

0

0.000

0

0

14

0

0

0

42

0

0

0

0.000

0

0

0

0

0

0

14

0

0

0

0

0

140

0

0

0.000

0

0.000

0

0

令和　４年度 決算

140

140

0

0

0

0

7,590

119

令和　３年度 決算

119

119

0

0

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

・令和2～4年度は、新型コロナウイルス関連の補助金申請に関する相談が増加 

・令和5年度については例外的に商業アドバイザーによる支援を必要とする相談内容が少なかったもの 

・令和6年度については経営指導員のスキル向上により、商業アドバイザーを活用に至らないことによるもの

0

0

96%

一次評価 D 想定を下回る成果や効果となっており、改善が必要

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

商工会議所へ向けられた経営相談に対しての支援機能を強化する目的であったが、実際には商業アドバイザー活用の手前で解決する内容
が多く実績が伴っていないため。

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

％

①

②

①

②

③

①

単位

件

対象指標

活動指標

90.900 0.000 95.000

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

3.000

その他

93.900

成果指標

令和１０年度

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

22.000

94.300

達成度R 5年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

0.0008.000 0.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 負担金

目 02

事業１ 商業振興事業費

６－１新商都松本の創造 款 07 事業２ 松本市商業ビジョン推進事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－１新商都松本の創造

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別平成31年度 ～ 令和10年度

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

①

維持

コスト

連絡先 34-3110

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

商業者、商工会議所・商工会、市及びその他支援機関が連携するとともに、各々が主体的な役割を果たすこ
とにより、商業ビジョンに示された成果指標及び活動指標を達成するための事業を展開する

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

中心市街地の歩行者通行量

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

松本市商業ビジョン推進事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

令和元年に策定した松本市商業ビジョンについて、中間年にあたる令和５
年度に、前期５年間のビジョンの成果や商業を取り巻く現状、社会情勢の
変化等を踏まえ、中間見直しを行うもの 




内容 

松本市・松本商工会議所を実施主体とし、商業関係者・学術機関・支援機
関等を加えた検討組織を立ち上げ、社会情勢等の変化の分析、指標や施策
体系の見直しを実施 

ビジョン実現のための具体的な取組みについては、商業振興事業・中小企
業振興事業等にて実施 




効率指標

キャッシュレス決済対応店舗比率

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

71.800 85.00085.000

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 達成度R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

64.800

101,139.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和１０年度

成果指標

令和１０年度

効率指標

66.700

その他

114,424.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

102,957.000 138,000.000 138,000.000

単位

％

人／日

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

75%

活動指標の増減維持理由

0

0

84%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

0

令和　３年度 決算

3,795

0

0

3,795

0

0

令和　４年度 決算

3,036

0

0

0

0

3,795

7,590

0

3,036

3,036

0.400

0

0.500

0

0

0

1,339

0

0

0

0

0

0

0

0.600

0

0

4,554

0

0

1,339

4,554

0

0

0

3,036

3,036

0.400

0

0

0

0

4,554

0.600

0

4,554

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

4,554

0

0

令和　５年度 決算

5,893

令和　６年度 決算

3,036

0

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

令和５年度は中間見直し業務の負担金を計上（松本商工会議所が委託し、市が２分の１を負担）

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 負担金

目 02

事業１ クラフトのまち推進事業費

６－６地域特性を活かした新産業の創出 款 07 事業２ クラフトのまち推進事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－６地域特性を活かした新産業の創出

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課

②

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別令和 3年度 ～

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

①

維持

コスト

連絡先 34-3110

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

クラフトフェアの安定的な継続開催を支援することで「クラフトのまち」としてのブランド力を維持しつ
つ、作家にとっての販路開拓や創造性の機会、クラフトファンにとっての出会いの機会を５月以外に設ける
ことで、移住・誘客の増加につなげる。

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

松本の魅力に「民芸家具やクラフトの文化」を挙げる者
の割合

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

クラフトのまち推進事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　「クラフトフェアまつもと」の開催地として全国に知られる本市の強み
を活かし、作家たちが制作・発表・交流できる機会を整えることで作家の
移住を促すとともに、年間を通じてクラフトに出会えるまちとしてさらな
る誘客を図るもの 





内容 

1　まちなかクラフトめぐり事業 

(1) 工芸月間事業（「工芸の五月」従来事業） 

　　5月1か月間の集中PRイベント 

(2) 通年事業（R4からの新規事業） 

　　企業連携イベント、企画展・ワークショップ、出張展示、クラフト
　ツアー、 
オンラインサイト等 

　　負担金8,240,000円 

2　クラフトフェアまつもと開催支援事業 

　 クラフトフェア開催に係る交通対策費用を実績に基づき補助 

　 補助金4,590,000円 




効率指標

クラフトフェアまつもと来場者数

「工芸の五月」ホームページのアクセス数

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

78,000.000 78,000.000

39,429.000 38,000.00038,000.000

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 達成度R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

27,108.000

74,849.000

0.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和　７年度

令和　７年度

成果指標

令和　６年度

効率指標

37,038.000

その他

78,429.000 67,191.000

0.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

0.000 0.000 20.000

単位

人

回

％

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

0%

活動指標の増減維持理由

・目標を大きく下回ることになったが、工芸月間以外でのプロモーションが不足していたことが要因と考えられる。

0

0

104%

86%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

6,796

令和　３年度 決算

7,555

6,796

0

759

0

0

令和　４年度 決算

13,119

12,360

4,170

0

0

759

7,590

8,190

759

759

0.100

0

0.100

0

0

0

12,220

4,170

0

0

0

0

0

0

0.100

0

0

759

0

0

8,050

759

0

0

8,439

3,795

3,795

0.500

0

0

0

0

3,036

0.400

8,710

3,036

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

15,866

12,830

4,120

令和　５年度 決算

12,979

令和　６年度 決算

16,354

12,559

4,120

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　企業等が本社等の業務をテレワークにより行うサテライトオフィスの開
設を支援することより、雇用機会の確保及び地域経済の発展を図るもの 





内容 

１　テレワークオフィス設置支援事業補助金 

　⑴  補助対象者 

　　　市内にサテライトオフィスを開設する法人 

　⑵  補助対象経費及び補助額 

　　・サテライトオフィスの賃借料　　　1/2以内　限度額10万円/月 

　　・サテライトオフィスの改修費用　　1/2以内　限度額200万円 

　　・備品購入費用　　　　　　　　　　1/2以内　限度額20万円 

　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ※上記合算200万円まで 






効率指標

テレワークオフィス設置支援事業補助金の交付件数

サテライトオフィス等の開設件数（累計）

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

サテライトオフィス誘致支援事業

分野

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

・R6年度は1件の新規利用があった。 

・近年、利用件数が伸び悩んでいることから、類似制度との統合を検討。より魅力のある、利用しやすい制
度への改善を目指す。

○

連絡先 34-3270

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱 松本市テレワークオフィス設置支援事業補助金交付要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

事業種別平成28年度 ～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課

②

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－３雇用対策と働き方改革の推進

前年度の結果

事業１ サテライトオフィス誘致支援事業費

６－３雇用対策と働き方改革の推進 款 07 事業２ サテライトオフィス誘致支援事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 補助金

目 02
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

3,359

2,600

0

令和　５年度 決算

2,759

令和　６年度 決算

1,513

754

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

759

0.100

0

0

0

0

759

0.100

2,600

759

2,000

759

0

0

754

759

0

0

0.100

0

0

759

0

0

0

2,000

0

0

0

0

0

721

759

759

0.100

0

0.100

0

0

令和　４年度 決算

1,480

721

0

0

0

759

7,590

629

令和　３年度 決算

1,388

629

0

759

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

50%

80%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

件／年

社

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

1.000

その他

15.000 16.000

令和　７年度

令和　７年度

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

2.000

14.000

達成度R 5年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

2.000

20.000

1.000 2.000

18.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 02

事業１ 脱炭素型大規模投資支援事業費

６－２ものづくり産業の活性化 款 07 事業２ 脱炭素型大規模投資支援事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－２ものづくり産業の活性化

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別令和 4年度 ～

根拠法令要綱
松本市脱炭素型大規模投資支援事業補助金交付要綱 

松本市脱炭素型大規模投資支援事業審査会設置要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

①

維持

コスト

連絡先 34-3270

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

事業の規模や分野等の面から案件が限定されるため、取り組む企業の確保が課題

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

補助金活用による事業化件数

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

脱炭素型大規模投資支援事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　松本市の企業におけるゼロカーボンに向けた取組みを加速することを目
的に、市内で脱炭素社会に資する製品やサービス等を生み出すための大規
模投資を行う企業を支援し、ゼロカーボン産業の集積を目指すもの 





内容 

１　ゼロカーボン産業の定義 

　　国の「２０５０年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」に 

　定める成長が期待される１４分野に該当するもので、脱炭素化に向けた 

　課題解決につながる製品の開発・製造又はサービスの開発を行う事業 



２　補助対象（次のすべてを満たす事業） 

　・市内でゼロカーボン産業に取り組むため、工場、研究施設等建物の新 

　　増・移設や、機械、装置、器具、備品、工具、建物付属設備、ソフト 

　　ウェア等償却資産の取得を行う事業者 

　・投資額が３億円以上の事業 

　・市内に事業所を有することまたは設置予定であること 

　・１０年以上継続してゼロカーボン産業に取り組むこと 



３　補助内容 

　　補助率：投資額の３％以内　補助金額：上限３，０００万円 





効率指標

脱炭素型大規模投資支援事業補助金による支援件数

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

0.000 2.0002.000

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 達成度R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

0.000

0.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和　７年度

成果指標

令和　７年度

効率指標

1.000

その他

1.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

0.000 2.000 2.000

単位

件／年

件／年

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

0%

活動指標の増減維持理由

令和６年度事業分が令和７年度に繰り越されたため維持とした。

0

0

0%

本制度をきっかけに松本市のゼロカーボン推進を図ることができるため

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

令和６年度事業分が令和７年度に繰り越されたため維持とした。

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

令和　４年度 決算

764

5

0

0

0

0

7,590

5

759

759

0.100

0

0.000

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0.100

0

0

759

0

0

0

759

0

0

5

1,518

1,518

0.200

0

0

0

0

0

0.000

40,440

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

40,440

40,440

0

令和　５年度 決算

759

令和　６年度 決算

1,523

5

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 02

事業１ 松本ヘルス・ラボ推進事業費

６－６地域特性を活かした新産業の創出 款 07 事業２ 松本ヘルス・ラボ推進事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－６地域特性を活かした新産業の創出

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課

②

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別平成26年度 ～

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

①

維持

コスト

連絡先 34-3296

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

これまでは各種モニタリング事業を実施するたびに健康意識の高い方を個人会員として取り込んできました
が、健康経営推進の一助となるよう企業に対して法人会員制度を積極的にＰＲすることで従業員を個人会員
として獲得、また、学生を対象としたモニタリング事業を行うことで学生も会員として獲得しました。今後
もアプリ等を活用した健康情報発信の充実を図るとともに様々な人が参加したくなる仕組み作りを進める必
要がある。

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

モニタリング事業・実用化検証助成事業等実施件数

② 学会・論文発表件数（延べ件数）

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

松本ヘルス・ラボ推進事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

松本ヘルス・ラボの会員規模の拡大・健康データの拡充を図り、ヘルスケ
ア製品・サービス開発に関わる企業との共創を推進する。 



内容 

松本ヘルス・ラボによる製品・サービスのモニタリング事業等を通じ、市
内外企業や学術機関との連携を積極的に支援し、社会実装に繋がる新たな
産業創出を推進する。 



⑴　モニタリング事業・実用化検証助成事業等 

　・モニタリング事業４件、実用化検証助成事業４件実施 

　・新規利活用企業獲得のため、展示会やセミナー等で活動紹介 

⑵　会員向けサービス 

　・松本ヘルス・ラボ公式ＬＩＮＥを活用し、健康情報の発信、電子同 

　意などデジタル化を推進 

　・有料サービスとして健康チェック（年2回（体力テスト、血液検査、 

　栄養検査、身体測定ほか））、健康増進プログラム（月1回程度（ラジ 

　オ体操、ヨガ、リズム体操、エクササイズほか））を実施 

　・健康経営支援プログラムを体験できるキャンペーンを実施し、法人 

　会員の獲得を推進 


効率指標

松本ヘルス・ラボ会員数

訪問・働きかけ企業数

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

200.000 180.000

8,000.000 10,000.00010,000.000

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 達成度R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

4,900.000

178.000

82.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

19.000

③

①

令和　７年度

令和　７年度

令和　７年度成果指標

令和　７年度

23.000

効率指標

6,000.000

その他

250.000 242.000

93.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

101.000 110.000 85.000

26.000 28.000 22.000

単位

人

社

件

件

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

6,040 6,040 6,040 6,040

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

119%

118%

活動指標の増減維持理由

0

0

80%

134%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

30,779

令和　３年度 決算

67,179

30,779

0

36,400

0

0

令和　４年度 決算

69,802

33,402

0

0

0

30,360

7,590

33,402

36,400

30,360

4.000

6,040

4.000

0

0

0

32,413

0

0

0

0

0

0

0

4.000

0

0

30,360

0

0

32,413

36,400

0

0

32,442

36,400

30,360

4.000

0

0

0

0

30,360

4.000

32,560

36,400

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

68,960

32,560

0

令和　５年度 決算

68,813

令和　６年度 決算

68,842

32,442

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 補助金

目 02

事業１ 産業創発支援事業費

６－２ものづくり産業の活性化 款 07 事業２ 外部人材活用促進事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－２ものづくり産業の活性化

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別令和 4年度 ～

根拠法令要綱 松本市外部人材活用促進事業補助金交付要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

①

維持

コスト

連絡先 34-3270

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

・R6年度は、1件の利用があった。引き続き制度のPRを行い、中小企業の外部人材を活用した課題解決の促進
を図る。 

・地域の人事部のR8年度からの自走化に向け、商工会議所等と協議を行う。 

・信州１００年企業創出プログラムの活動に引き続き協力していく。

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

外部人材活用促進事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　中小企業がイノベーションや新事業創出等により「稼ぐ力」を向上させ
るために外部人材を確保することに対し、松本商工会議所及び信州大学等
と連携して支援を行うもの 





内容 

１　外部人材活用促進事業補助金 

　⑴　補助対象者 

　　　地域の人事部（関東経済産業局）及び信州１００年企業創出プログ 

　　ラムに参加し、外部人材を雇用等した市内中小企業 

　⑵　補助対象経費及び補助額等 

　　ア　給与、報酬、謝礼金、業務委託費等　1/2内　限度額 90万円 

　　イ　交通費、市内での宿泊費、居住費等　1/2以内　限度額 10万円 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※ア、イ合計100万円まで 

２　地域の人事部 

　　関東経済産業局の実証事業（R4～R6）で、地域の支援機関が連携し、 

　中小企業の人材に関する支援を行う組織（事務局：松本商工会議所） 

　　松本市も構成機関として参加し、副業・兼業マッチングやインター 

　ン、エンゲージメント等の事業に協力 



３　信州１００年企業創出プログラム 

　　信州大学等が実施している、中小企業と都市圏人材とのマッチングを 

　行うプログラムの運営に協力機関として参加 





効率指標

外部人材活用促進事業補助金の交付件数
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

1.000 3.0003.000

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 達成度R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

0.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和　７年度

成果指標

効率指標

1.000

その他

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

単位

件／年

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

活動指標の増減維持理由

0

0

33%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

令和　４年度 決算

759

0

0

0

0

0

7,590

0

759

759

0.100

0

0.000

0

0

0

534

0

0

0

0

0

0

0

0.100

0

0

759

0

0

534

759

0

0

90

2,277

2,277

0.300

0

0

0

0

2,277

0.300

1,000

2,277

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

3,277

1,000

0

令和　５年度 決算

1,293

令和　６年度 決算

2,367

90

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

公衆浴場の経営の安定化を促進し、公衆衛生の向上に資するため、 

営業者の経営に要する経費を一部補助し、営業支援をおこなうもの。 





内容 

１　入浴者数が100人未満の場合、次に掲げる額の合算額を補助する 

　⑴営業日数に市長が別に定める額を乗じて得た額 

　⑵入浴者数が100人に不足する数に市長が別に定める額を乗じて得た額 

　　（1,000円未満切り捨て） 



２　入浴者数が100人以上の場合 

　　営業日数に市長が別に定める額を乗じて得た額とする 




効率指標

①

継続事務事業

公衆浴場の数

事業概要

令和 6年度

公衆浴場経営安定化事業

分野

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

電子申請の活用による業務効率化を図っていく。

○

連絡先 34-3110

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

維持

コスト

根拠法令要綱 松本市公衆浴場経営安定化事業等補助金交付要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 その他施設 経常経費

事業種別令和 6年度 ～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

６経済・産業

６－１新商都松本の創造

前年度の結果

事業１ 生活衛生事業費

６－１新商都松本の創造 款 04 事業２ 生活衛生事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 補助金

目 08
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

3,169

2,410

0

令和　５年度 決算

2,410

令和　６年度 決算

2,410

2,410

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

0

1.000

0

0

0

0

759

0.100

2,410

759

2,410

0

0

0

2,410

0

0

0

1.000

0

0

0

0

0

0

2,410

0

0

0

0

0

2,410

0

0

1.000

0

1.000

0

0

令和　４年度 決算

2,410

2,410

0

0

0

0

7,590

2,670

令和　３年度 決算

2,670

2,670

0

0

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

事業所
対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

その他

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

8.000

達成度

8.000

R 5年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

8.000 8.000 0.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

松本パルコ閉店を“まちの節目”と捉えて市街地中央の商業エリアから賑
わいを発信する事業を官民連携で企画・実施し、市街地の活性化を図るも
の 





内容 

１　にぎわい発信事業 

　⑴　既存マルシェと連携して賑わいを創出 

　　ア　Xmasマルシェ 

　　イ　あめ市連携マルシェ 

　　ウ　パルコ閉店マルシェ(2回) 

　⑵　「子どもと一緒に楽しめるイベント」をコンセプトにまちなかの新
たな賑わいを生み出す取組み 

　　ア　子どもの遊び場（キッズパーク松本） 

２　パルコ連携事業 

　⑴　街中統一装飾（フラッグ・横断幕） 

　⑵　パルコポスター展 

　⑶　トークイベント 


効率指標

プロジェクト実施回数

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

中心市街地活性化実行委員会事業

分野

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

商都松本にぎわい発信プロジェクト実行委員会は令和７年３月３１日で活動を終了したため事業継続は不
可。しかしながら、本プロジェクトの繋がりを活かして今後の市街地のあり方を検討・共有する場を提供
し、様々な市街地の課題解決に向けた取り組みを推進することが必要です。

○

連絡先 34-3110

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

事業種別令和 6年度 ～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

廃止今後の実施方向性

会計種別

商工課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

６経済・産業

６－１新商都松本の創造

前年度の結果

事業１ 商業振興事業費

６－１新商都松本の創造 款 07 事業２ 商業振興事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 負担金

目 02
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

0

0

0

令和　５年度 決算

0

令和　６年度 決算

7,536

4,500

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

3,036

0.400

0

0

0

0

0

0.000

0

0

0

0

0

0

4,500

3,036

0

0

0.000

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0.000

0

0.000

0

0

令和　４年度 決算

0

0

0

0

0

0

7,590

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

回

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

0.000

その他

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

0.000

達成度R 5年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

0.0009.000 0.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　駐車場の利便性向上を図ることで、顧客満足度を高めるとともに、観光
バスを中心市街地の駐車場に呼び込むことで、観光客の回遊性を高め、商
店街の活性化を図るもの。 





内容 

　松本城大手門駐車場、中央西駐車場、中央駐車場のそれぞれの駐車場利
用者が安全・快適に施設を利用できるよう、指定管理者を通じて施設の管
理運営を行うとともに、計画的な修繕・補修を進めつつ、突発的な設備の
故障や破損修理等を実施している。 



　利用台数　※令和６年３月末 

　⑴　松本城大手門駐車場 

　　ア　時間貸駐車 

　　　普通車109,415台　バス4,890台　バイク2,665台 

　　イ　定期駐車　 

　　　　1,612台（延台数） 

　⑵　中央西駐車場 

　　ア　時間貸駐車 

　　　　普通車　112,588台　 

　　イ　定期駐車 

　　　　なし 

　⑶　中央駐車場 

　　ア　時間貸駐車 

　　　　普通車84,633台 

　　イ　定期駐車 

　　　　669台 




効率指標

利用台数（時間貸一般駐車）

利用台数（大型車駐車）

利用台数（バイク駐車）

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

市営市街地駐車場事業

分野

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

　松本市商業ビジョン（R元年度～R10年度）及び松本市営市街地駐車場事業経営戦略（R2～R11年度）に基づ
き、中心市街地における駐車場需要を満たし、利便性を向上させることにより、来街者の回遊性を高めるた
めの経営を継続。また、今後の市営駐車場の在り方について検討。 ○

連絡先 34-3110

商工課

事業期間 その他市街地駐車場事業特別会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱 松本市営市街地駐車場条例

地域区分 予算要求区分施設種別 観光・交流施設 経常経費

事業種別令和 6年度 ～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課

②

③

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

22

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－１新商都松本の創造

前年度の結果

事業１ 松本城大手門駐車場管理運営費

６－１新商都松本の創造 款 01 事業２ 松本城大手門駐車場管理運営費

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 01
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

R４年度及びR5年度は松本城大手門駐車場に設置されているエレベーターの大規模改修が行われるため、事業費は過去３か年比で増大して
いるが、R６年度は大きな修繕・工事の実績はなかった。

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

248,868

245,530

0

令和　５年度 決算

225,556

令和　６年度 決算

228,942

225,906

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

3,036

0.400

0

0

0

0

3,036

0.400

245,530

3,338

222,520

3,036

0

0

225,906

3,036

0

0

0.400

0

0

3,036

0

0

0

222,520

0

0

0

0

0

212,560

4,097

3,795

0.500

302

0.800

0

0

令和　４年度 決算

216,657

212,560

0

0

0

6,072

7,590

0

令和　３年度 決算

221,969

215,595

0

6,374

193,921

21,674

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

81%

111%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

新型コロナウイルス感染症の影響によりR２年度以降の利用台数が低迷していたが、R６年度は利用状況が回復し、増加傾向にある。 


0

0

120%

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

302 0 0 302

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

台／年

台／年

台／年

対象指標

活動指標

令和　７年度

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

295,206.000

その他

4,323.000 4,890.000

令和　７年度

令和　７年度

2,665.000

成果指標

2,687.000 2,876.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

297,121.000

2,701.000

達成度R 5年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

2,216.000 2,216.000

379,880.000

4,419.000

306,636.000 379,880.000

4,419.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 01

事業１ ものづくり人材育成事業費

６－２ものづくり産業の活性化 款 05 事業２ ものづくり人材育成事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－２ものづくり産業の活性化

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課（令和6年度は労政課）

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別平成25年度 ～

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

①

維持

コスト

連絡先 35-6294

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

○

　少子高齢化と人口減少の急速な進行により、ものづくり分野の職業を目指す若者も減少傾向にあり、この
ままでは技能の継承が困難となり、地域産業の持続的発展に影響を及ぼすことが懸念される。技能尊重、若
者が職人を目指す環境を作っていくことの一助となるよう、これから就職していく中・高生に、技能職を中
心とした職業・就業について情報提供し、特に身近に感じていただけるよう体験的な情報発信に努めてい
く。

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

就職した高校生の市内企業への就職率

② 技能五輪全国大会出場者数

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

ものづくり人材育成事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　平成24年に松本市で開催された技能五輪全国大会を契機に、次代に繋が
る人材育成施策として、市内の学校、企業、労働団体及び行政等で構成す
る連絡会を設立し、若年者の人材育成や地元への就職、定着を支援するも
の 




内容 

１　松本市ものづくり人材育成連絡会の開催 

    年２回開催（市内商工関係者、中･高･大学関係者、関係公共団体等） 

２　進路情報誌「中学生が体験！松本の『ものづくり』」の製作 

　　市内中学生の職場体験学習での感想や受入企業等を取材した内容を 

　編集した冊子を、市内全生徒に配布（令和５年度からデジタル媒体に 

　移行） 

３　長野県松本技術専門校の技能奉仕活動への支援 

 　 長野県松本技術専門校の学生が実施する技能奉仕活動の材料費の補助 

  等による支援（公園ベンチの補修等） 

４　技能五輪全国大会出場者への支援 

　  出場選手の育成に要する経費の補助金支援を実施（令和５年度は大会 

　開催期間にあわせて、これまでの大会の足跡を振り返る企画展を開催） 

５　企業見学会 

　　市内企業の協力により、就職を希望する市内の高校・大学生等を対象 

　に企業見学会を実施（コロナ禍の期間は中止） 

６　雇用条件に係る周知啓発 

　　高校生を対象としたアルバイトの条件を確かめるための「高校生向け 

　労働法セミナー」チラシを作成し、市内高等学校へ配布 


効率指標

企業見学会参加者数

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

16.000 40.00040.000

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 達成度R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

0.000

49.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

3.000

③

①

令和　７年度

令和　７年度成果指標

令和　７年度

3.000

効率指標

37.000

その他

46.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

43.000 50.000 50.000

4.000 4.000 4.000

単位

人

％

人

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

1,208 1,208 1,208 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 C 概ね結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

86%

100%

活動指標の増減維持理由

企業見学会は、新型コロナの影響等により令和２年度から令和４年度まで開催中止

0

0

40%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

1,324

令和　３年度 決算

4,205

1,324

0

2,881

0

0

令和　４年度 決算

4,151

1,425

0

0

0

2,277

7,590

1,425

2,726

1,518

0.200

604

0.300

0

0

0

669

0

0

0

0

0

0

0

0.200

0

0

1,518

0

0

669

2,726

0

0

1,167

2,726

1,518

0.200

0

0

0

0

1,518

0.200

1,670

1,518

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

3,188

1,670

0

令和　５年度 決算

3,395

令和　６年度 決算

3,893

1,167

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 01

事業１ 技能功労者表彰関係事業費

６－３雇用対策と働き方改革の推進 款 05 事業２ 技能功労者表彰関係事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－３雇用対策と働き方改革の推進

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課（令和6年度は労政課）

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別昭和48年度 ～

根拠法令要綱 松本市技能功労者褒賞要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

①

維持

コスト

連絡先 35-6294

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

○

　長年培ってきた技能者の技や伝統技能が尊重される社会、技能者が活躍し若者が技能者を目指す社会を
作っていくことは必要である。ただし、近年の社会変化によって、職人と呼ばれるような熟練の技術者が減
少してきたこともあり、要綱にある条件の範囲内で基準の緩和を行うなど、今後も適正な褒賞を継続してい
く。

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

技能功労者表彰関係事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　松本市に居住する技能者であって、技術の向上、後継者の育成等業界の
発展に功績顕著で、他の模範と認めれる方を褒賞するもの 




内容 

１　褒賞の対象者 

　⑴　６０歳以上の方 

　⑵　対象となる職種（４０職種）に概ね３０年以上従事し、その技術の 

　　高さが広く認められている方 

　⑶　技能職団体において、指導的立場で後継者の育成に寄与した方 



２　褒賞実績 

 　⑴　式典開催日 

 　　　１１月２３日（勤労感謝の日）　技能功労者褒賞式典 

 　⑵　令和６年度褒賞者 

 　　　８職種　１０名 

 　⑶　令和６年度参加者 

　　 （受賞者関係）受賞者、同伴者、家族・職場等関係者 

　　 （市関係者）市長、副市長、産業振興部長 

　　 （来賓）県議会議員、市議会議員、松本公共職業安定所長、 

　　　　　　 長野職業能力開発促進センター松本訓練センター長、 

　　　　　　 中信労政事務所長、松本技術専門校長、 

　　　　　　 商工会議所事務局長 




効率指標

褒賞者数
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

10.000 10.00010.000

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 達成度R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

6.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和　７年度

成果指標

効率指標

7.000

その他

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

単位

人

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

活動指標の増減維持理由

0

0

100%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

144

令和　３年度 決算

2,421

144

0

2,277

0

0

令和　４年度 決算

1,698

180

0

0

0

2,277

7,590

180

1,518

1,518

0.200

0

0.300

0

0

0

201

0

0

0

0

0

0

0

0.200

0

0

1,518

0

0

201

1,518

0

0

230

1,518

1,518

0.200

0

0

0

0

1,518

0.200

240

1,518

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

1,758

240

0

令和　５年度 決算

1,719

令和　６年度 決算

1,748

230

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　勤労者の文化的教養の高揚及び福祉の増進を図るため、設置及び管理等
を行うもの 





内容 

１　利用促進施策 

　⑴　市ホームページへの掲載 

　⑵　利用者アンケートの実施 



２　勤労会館連絡会の開催 



３　施設運営・点検・管理 

　⑴　使用申請及び許可事務（Ｒ６利用件数：７０４件） 

　⑵　使用料収納、減免及び還付事務 

　⑶　施設の管理運営及び点検業務 








効率指標

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

勤労会館管理事業

分野

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

　令和６年度に勤労会館条例を廃止して貸館業務を終了した。 

　松本市個別施設計画上、建築後４０年目の大規模改修は行わず、今後除却を含めた方針を関係労働団体と
調整を進めていく。

○

連絡先 35-6294

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

維持

コスト

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 文化・コミュニティ施設 経常経費

事業種別～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

縮小今後の実施方向性

会計種別

商工課（令和6年度は労政課）

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－３雇用対策と働き方改革の推進

前年度の結果

事業１ 勤労会館管理費

６－３雇用対策と働き方改革の推進 款 05 事業２ 勤労会館管理費

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 01
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

令和６年度に勤労会館条例を廃止して貸館業務を終了した。

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

0

0

0

令和　５年度 決算

6,273

令和　６年度 決算

5,187

3,220

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

759

0.100

0

0

0

0

0

0.000

0

0

1,014

1,967

0

0

3,220

1,967

0

0

0.100

0

0

759

3,191

201

0

4,306

0

0

0

3,292

0

288

1,967

759

0.100

1,510

0.500

0

0

令和　４年度 決算

5,647

3,680

0

0

0

3,795

7,590

0

令和　３年度 決算

8,414

3,109

0

5,305

2,908

201

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

1,208 1,208 1,208 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

その他

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度 達成度R 5年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 01

事業１ 勤労者福祉センター管理費

６－３雇用対策と働き方改革の推進 款 05 事業２ 勤労者福祉センター管理費

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－３雇用対策と働き方改革の推進

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課（令和6年度は労政課）

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別～

根拠法令要綱 松本市勤労者福祉センター条例

地域区分 予算要求区分施設種別 文化・コミュニティ施設 経常経費

維持

コスト

連絡先 35-6294

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

○

　令和７年度から指定管理者制度を導入

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

勤労者福祉センター管理事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　市民の勤労福祉の増進と文化の向上を図るため、設置及び管理等を行う
もの 





内容 

１　利用促進の施策 

　⑴　市ホームページへの掲載 

　⑵　デジタルサイネージの充実 



２　施設の運営・点検及び管理 

　⑴　使用申請許可事務（Ｒ６利用件数：５，６３１件） 

　⑵　使用料の収納、減免及び還付事務 

　⑶　施設の管理運営及び点検事務 




効率指標
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 達成度R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

成果指標

効率指標

その他

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

単位

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

8,758 8,758 8,758 1,510

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

概ねなっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 C

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

178

令和　３年度 決算

43,075

15,815

0

27,260

14,448

1,189

令和　４年度 決算

36,597

22,526

0

0

0

15,180

7,590

4,369

14,071

5,313

0.700

12,080

2.000

0

0

0

18,391

0

0

0

16,794

859

0

0

0.700

0

0

5,313

17,219

938

738

14,071

0

0

22,060

14,071

5,313

0.700

0

0

0

0

1,518

0.200

47,380

3,028

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

50,408

47,380

0

令和　５年度 決算

32,462

令和　６年度 決算

36,131

22,060

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人

1100



事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 勤労者資金融資預託金

目 01

事業１ 勤労者福祉事業費

６－３雇用対策と働き方改革の推進 款 05 事業２ 勤労者福祉事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－３雇用対策と働き方改革の推進

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課（令和6年度は労政課）

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別～

根拠法令要綱
松本市勤労者資金融資要綱、松本市中小企業退職金共済掛金助成要綱、松本市勤労者住宅建設資金融資利子補給金交付要
綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

①

維持

コスト

連絡先 35-6294

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

○

　労働者の福利厚生のための互助組織を持たない中小・小規模事業所で安心して働くための支援として、補
助金交付や利子補給を通じて一定の役割を果たしていると判断されるため、今後も継続していく。

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

勤労者福祉事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　各種事業・制度に対する補助金交付や利子補給、掛金の一部補助等を行
うことにより、勤労者の福利厚生の充実・増大を図るもの 





内容 

１　勤労者資金融資 

 　 労働金庫と協調した、勤労者に対する資金融資 

　　（令和６年度新規件数：0件） 

２　勤労者文化厚生事業 

 　 松本地区労働者福祉協議会が行う、メーデー、体育・文化・厚生事業 

　等の推進に対する補助 

３　建設国民健康保険組合補助 

 　 松本建設労働組合、松筑建設労働組合が行う建設国保に係る事務費の 

　一部を補助 

４　（一財）松本市勤労者共済会の育成 

 　 市内の中小企業の従業員と事業主を対象に、共済金給付事業、福利 

　　厚生事業及び健康維持増進事業などを行う共済会に対する補助 

５　中小企業退職金・特定退職金共済掛金補助 

 　 国が行う中小企業退職金共済制度、全国商工会議所が行う退職金共済 

　制度の加入促進を目的とした掛金の一部を補助 

６　勤労者住宅建設資金融資利子補給 

 　 労働金庫から資金の融資を受けて市内に住宅を新築又は増改築した 

　場合に、利子の一部を補給 

　　（令和６年度補給件数：62件） 


効率指標

中小企業退職金共済補助事業所数
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

372.000 379.000372.000

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 達成度R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

395.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和　７年度

成果指標

効率指標

365.000

その他

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

単位

事業所

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

1,510 1,510 1,510 1,510

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

活動指標の増減維持理由

0

0

98%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

37,584

令和　３年度 決算

42,742

37,584

0

5,158

0

0

令和　４年度 決算

41,264

36,718

0

0

0

4,554

7,590

36,718

4,546

3,036

0.400

604

0.600

0

0

0

36,139

0

0

0

0

20,000

0

0

0.400

0

0

3,036

0

0

16,139

4,546

0

10,000

16,857

4,546

3,036

0.400

0

0

0

10,000

1,518

0.200

17,370

3,028

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

30,398

27,370

0

令和　５年度 決算

40,685

令和　６年度 決算

31,403

26,857

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　地元企業への就職・定着を図るほか、多様な人材の確保を支援するもの 





内容 

１　雇用対策事業、職業訓練事業 

 　 雇用促進機関等の育成及び事業支援のため経費の一部を補助 

２　障害者雇用促進報奨 

 　 障害者を新規に雇用し、法定雇用率を達成した事業主を報奨 

３  新社会人激励のつどい 

 　 市内企業の新社会人を対象に松本商工会議所等と主催して実施 

 　 （実施日：令和６年４月９日、参加者数：151人） 

４　労働相談事業 

　　労使間トラブルをはじめとする日常生活全般の相談対応 

　  ・相談実施：職業・労働相談、勤労者心の健康相談、 

　　　　　　　  若者職業なんでも相談 

　　　　　　  　（令和６年度相談件数：　354件） 

　  ・相談委託：ＮＰＯ法人ユニオンサポートセンター 

　　　　　　 　 （令和６年度相談件数：2,814件） 

５　「労政まつもと」の発行 

 　　労働諸情勢の動きや制度・法改正の情報等を掲載し、市内の従業員 

　 100人以下の中小企業に発行（年３回発行） 






効率指標

新社会人激励の集い参加者数

労政まつもと発行回数

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

雇用対策事業

分野

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

　地元企業への労働、就労及び企業の労働関係事項に対する公的な立場からの支援等は必要であるため、労
務に関する法改正等の情報提供や相談等の支援を含め、現在の事業は継続的に行っていく。 

　今後は、近年の社会情勢に合わせ、新たにテレワークや育児・子育てに応じた勤務など多様な働き方を推
進していく中で、女性活躍推進事業を行っていく。

○

連絡先 35-6294

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱 松本市障害者雇用促進報奨要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

事業種別～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課（令和6年度は労政課）

②

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－３雇用対策と働き方改革の推進

前年度の結果

事業１ 雇用対策事業費

６－３雇用対策と働き方改革の推進 款 05 事業２ 雇用対策事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 01

1103



【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

10,687

6,900

0

令和　５年度 決算

10,798

令和　６年度 決算

10,653

6,866

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

2,277

0.300

0

0

0

970

2,277

0.300

5,930

3,787

6,040

3,787

0

970

5,896

3,787

0

0

0.300

0

0

2,277

0

0

0

7,011

0

0

0

0

971

6,844

4,546

3,036

0.400

604

0.500

0

0

令和　４年度 決算

11,390

6,844

0

0

0

3,795

7,590

6,665

令和　３年度 決算

11,064

6,665

0

4,399

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

101%

100%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

1,510 1,510 1,510 1,510

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

人

回

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

102.000

その他

3.000 3.000

令和　７年度

令和　７年度

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

99.000

3.000

達成度R 5年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

150.000

3.000

151.000 150.000

3.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 01

事業１ 雇用対策事業費

６－３雇用対策と働き方改革の推進 款 05 事業２ 地域就職氷河期世代支援加速化事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－３雇用対策と働き方改革の推進

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

廃止今後の実施方向性

会計種別

商工課（令和6年度は労政課）

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別令和 4年度 ～ 令和 6年度

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

①

維持

コスト

連絡先 35-6294

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

想定した相談件数より実績が少ないので廃止

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

就業者数

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

就労相談支援推進事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　バブル経済崩壊後の雇用環境が厳しい概ね1993年～2004年に学校卒業期
を迎えた就職氷河期世代の方は、就職が不利な状況にあり就労や労働につ
いての悩みを抱えている方も多いと思われるため、国の交付金を活用して
就労支援を行うもの 





内容 

１　就職氷河期世代実態調査（令和４年度） 

　　事業を始めるに当たり、本市における対象世代の実態を把握する 

　ため調査を実施 

　⑴　調査対象者は、市内に住民登録がある対象世代（52,500名）と 

　　その前後の世代（24,800名）から無作為抽出した8,000名 

　⑵　紙(郵送返信)及びＷｅｂで回答 

　⑶　アンケート回収率　22.7％ 

　⑷　調査結果を参考に、今後の就職氷河期世代支援事業を実施 



２　就職氷河期世代相談支援（令和５年度～令和６年度） 

　　就職氷河期世代の就労支援のため、労働に関する専門知識と資格 

　を有する社会保険労務士による相談を行うもの 

　　⑴　相談員数　4名　　　 

　　⑵　相談時間　50分／回 

　　⑶　相談回数　41回／年（令和６年度） 





効率指標

相談件数

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

15.000 17.0000.000

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 達成度R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

0.000

0.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和　６年度

成果指標

令和　６年度

効率指標

17.000

その他

2.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

0.000 0.000 5.000

単位

件

人

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 C 概ね結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

0%

活動指標の増減維持理由

0

0

88%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

令和　４年度 決算

4,845

2,568

1,926

0

0

0

7,590

642

2,277

2,277

0.300

0

0.000

0

0

0

1,176

882

0

0

0

0

0

0

0.200

0

0

1,518

0

0

294

1,518

0

0

287

1,518

1,518

0.200

0

0

0

0

0

0.000

0

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

0

0

0

令和　５年度 決算

2,694

令和　６年度 決算

2,666

1,148

861

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 委託料

目 01

事業１ 雇用対策事業費

３－６ジェンダー平等社会の実現 款 05 事業２ 地域女性活躍推進事業

３住民自治・共生 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

３住民自治・共生

３－６ジェンダー平等社会の実現

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

商工課（令和6年度は労政課）

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別令和 5年度 ～ 令和 7年度

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

①

維持

コスト

連絡先 35-6294

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

　雇用における人員・人材不足が懸念される中、結婚や育児により離職した女性の再就職など、貴重な労働
力の確保に期待が寄せられている。 

　社会的ニーズが高まるデジタル人材の育成により、女性の就労や活躍の場を支援していくため継続するも
の

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

資格取得者の割合

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

地域女性活躍推進事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　子育てなどによりフルタイム就労が困難な方に対して、「基礎的なITス
キルの習得」と「働く場」を一体的に提供することで、今後のデジタル社
会において実践力のある女性ワーカーを育成し、女性が活躍できる地域社
会の実現を目指すもの 





内容 

　一般財団法人松本ものづくり産業支援センターのICT拠点施設「サザンガ
ク」と連携し､国の｢地域女性活躍推進交付金」を活用して、企業のデジタ
ル化を支援する上で有効となる｢基礎的なＩＴスキル｣としてExcelの認定資
格を取得できるよう研修を実施 



　１　女性デジタル人材育成研修（Excelの資格取得研修） 

　　⑴　研修内容　一般資格コースと上級資格コースの２コース　 

　　⑵　研修回数　各コース１２回（120分/回） 

　　⑶　受講者数　各コース８人～１０人（令和６年度　６人～１０人） 


効率指標

研修受講者数

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

26.000 30.00026.000

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 達成度R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

0.000

0.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和　７年度

成果指標

令和　７年度

効率指標

24.000

その他

71.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

57.700 50.000 50.000

単位

人

％

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

115%

活動指標の増減維持理由

0

0

87%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

令和　４年度 決算

0

0

0

0

0

0

7,590

0

0

0

0.000

0

0.000

0

0

0

4,829

3,621

0

0

0

0

0

0

0.200

0

0

1,518

0

0

1,208

1,518

0

0

1,007

1,518

1,518

0.200

0

0

0

0

1,518

0.200

1,130

1,518

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

5,988

4,470

3,340

令和　５年度 決算

6,347

令和　６年度 決算

5,544

4,026

3,019

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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農政課 

 

課長 丸山 行康 
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的

　老朽化等により機能低下が発生しているJA松本ハイランド管内ライス
センターの再編集約・合理化や機械設備の更新を進め、広域利用体制の
確立及び安定的な施設運営を図るもの





内容

　JA松本ハイランド管内の既存のライスセンター１４施設について、３

施設は廃止し、１１施設に再編し整備を行うもの

⑴　事業年度　令和６年度～令和８年度（繰越事業）

⑵　事業主体　松本ハイランド農業協同組合

⑶　負担割合　国5/10　県1/10以内　市村1/10以内

⑷　関係市村　松本市、塩尻市、安曇野市、筑北村、麻績村

⑸　その他

　ア　国、県負担分は、松本市が一括して受入れJAに交付

　イ　市村負担分は、対象施設の所在市村それぞれで対応

　ウ　国及び県が事業年度ごとに交付決定することから、市予算も各年

　　度で計上するもの






効率指標

１等米比率

① 管内水稲作付面積

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

ＪＡ松本ハイランドライスセンター再編事業

分野

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

ライスセンターの安定的な運営を図るため、令和８年度まで計画的な支援を継続する。

○

連絡先 34-3222

農政課

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱
新基本計画実装・農業構造転換支援事業補助金交付等要綱

松本市農業生産振興事業補助金交付要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

事業種別令和 6年度 ～ 令和 8年度

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 02

担当所属

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

事業１ 経営支援対策費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ ＪＡ松本ハイランドライスセンター再編事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 補助金

目 01
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

497,018

495,500

0

令和　５年度 決算

0

令和　６年度 決算

1,518

0

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

1,518

0.200

430,860

0

0

0

1,518

0.200

64,640

1,518

0

0

0

0

0

1,518

0

0

0.000

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0.000

0

0.000

0

0

令和　４年度 決算

0

0

0

0

0

0

7,590

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

102%

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

ｈａ

①

②

①

②

③

①

単位

％

対象指標

活動指標

1,328.000 1,325.000 1,303.000

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

97.300

その他

1,332.600

成果指標

令和１０年度

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

99.800

達成度R 5年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

98.00096.100 0.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 02

事業１ クラインガルテン関連施設管理費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ クラインガルテン関連施設管理費

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別平成 6年度 ～

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 観光・交流施設 経常経費

維持

コスト

連絡先 78-3002

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

○

・奈川地区では、ＨＰを活用し令和４年６月から利用率100％となっている。

・大原クラインガルテン（奈川地区）では、施設老朽化に伴う大規模改修工事を予定しているが、この改修工
事を基に、四賀・奈川クラインガルテンの今後の在り方や施設更新を見据えた利用料金改定の考え方等を検討
する必要がある。

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

クラインガルテン契約率

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

クラインガルテン関連施設管理事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的

　クラインガルテンを利用する都市住民と地区の住民が交流することで、地
域の活性化及び美しい景観と環境を活かした魅力ある地域を創造するもの



内容

１ 実施内容

　【四賀地区】

  ・坊主山クラインガルテン （ゲストラウベ除く）５２区画

　・緑ケ丘クラインガルテン ７８区画

　【奈川地区】

　・大原クラインガルテン３５区画

　・神谷クラインガルテン１８区画

　・入山クラインガルテン　７区画

　　〇公募による利用率１００％が、毎年達成できるよう管理業務の推進を

　　図る。

２　活動実績

　⑴　施設利用者と地域住民との交流事業

　　　魅力あるイベント等の開催

　　・四賀地区　３回

　　・奈川地区　６回

　⑵　施設の老朽化に伴う改修工事を毎年度計画的に実施する。

　　　令和６年度事業

　　【四賀地区】

　　・緑ケ丘クラインガルテン　外壁・屋根等の塗装工事　１４棟

　　【奈川地区】

　　・大原クラインガルテン　サッシ取替工事　３棟





効率指標

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 達成度R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

98.900

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

成果指標

令和　７年度

効率指標

その他

98.900

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

98.900 100.000 100.000

単位

％

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

604 604 604 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

99%

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

0

令和　３年度 決算

90,339

87,458

0

2,881

60,963

26,495

令和　４年度 決算

100,922

98,041

0

0

0

2,277

7,590

0

2,881

2,277

0.300

604

0.300

0

0

0

91,547

0

0

0

62,205

29,342

0

0

0.300

0

0

2,277

62,700

35,341

0

2,881

0

0

88,729

2,881

2,277

0.300

0

0

0

0

3,795

0.500

95,200

3,795

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

98,995

95,200

0

令和　５年度 決算

94,428

令和　６年度 決算

91,610

88,729

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

・令和４年度に四賀クラインガルテンで、各ラウベに火災報知機の設置工事を行ったため。

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 補助金

目 03

事業１ スマート農業推進事業費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ スマート農業推進事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別令和 4年度 ～

根拠法令要綱 松本市スマート農業推進事業費補助金交付要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

①

維持

コスト

連絡先 34-3222

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

・主に導入されているスマート機械は、大型で高価なものが多く自己の経営面積や費用対効果を十分に検討
する必要があり、こうした状況から大規模経営農家が積極的に導入している。 
・資材価格が高騰する中、農産物価格に生産コスト上昇分をいかに転嫁するかが今後の課題 
・農業が抱える課題の解決に向け、引き続き、省力化、精密化や高品質生産を実現するための機械導入を推
進していく。

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

認定農業者への農地集積面積

継続事務事業

認定農業者数

事業概要

令和 6年度

スマート農業推進事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 
　スマート農業を積極的に推進するため、スマート農業に資する機械等の
購入要する経費に対して補助するもの 
 
 
内容 
１　対象者 
　　認定農業者・中心経営体・集落営農組織・農地所有適格化法人 
２　補助率 
　　事業費の１/２以内　上限２００万円 
３　対象機械等 
　　１件５０万円以上のスマート農業機械等の購入で、農林水産省 
　「スマート農業技術カタログ」に記載がある機械 
 

効率指標

補助金交付件数

①

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

21.000 25.00019.000

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

534.000 555.000 0.000

【総合評価】

評
価 Ｂ

547.000

R 5年度実績 達成度R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

552.000

12.000

2,850.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和　８年度

成果指標

令和　７年度

効率指標

14.000

その他

2,812.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

2,654.690 2,900.000 2,900.000

単位

人

件／年

ｈａ

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

92%

活動指標の増減維持理由

0

0

84%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

令和　４年度 決算

21,544

20,026

0

0

0

0

7,590

20,026

1,518

1,518

0.200

0

0.200

0

0

0

18,658

0

0

0

0

0

0

0

0.200

0

0

1,518

0

0

18,658

1,518

0

0

37,261

1,518

1,518

0.200

0

0

0

0

1,518

0.200

36,370

1,518

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

37,888

36,370

0

令和　５年度 決算

20,176

令和　６年度 決算

38,779

37,261

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 
　「ＪＡあづみ」と新たな協働事業を立ち上げ、新規就農希望者と地域の
先輩農業者（里親）を支援することで梓川地域の果樹産地継承を促進する
とともに、多様な担い手を確保して定住促進を図るもの 
 
内容 
　ＪＡあづみとの新規協働事業として一定の費用負担のもと協議会を設置
し、研修生及び里親を支援 
１　募集人員 
　　２名/年　年齢５０歳～６０歳 
２　研修期間 
　　２年間（長野県里親研修を活用し、梓川新規就農里親の会が里親とし
　て研修を担当） 
３　支援内容 
　　研修費助成（１８０千円）、機械購入費（１，５００千円）、 
　　施設購入費（３００千円）、研修農地費（１４０千円） 

効率指標

研修生の人数（年間）

① 梓川果樹産地新規就農者支援事業研修生の人数

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

梓川果樹産地新規就農者支援事業

分野

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

「国庫補助対象外の者」を対象とすることで他の自治体の施策と差別化を図り、新規就農者を確保して樹園
地の維持・拡大を図る

○

連絡先 34-3221

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

事業種別令和 6年度 ～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

事業１ 新規就農者育成事業費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 梓川果樹産地新規就農者支援事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 負担金

目 03
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

2,090

2,090

0

令和　５年度 決算

0

令和　６年度 決算

103

103

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

0

0.000

0

0

0

0

0

0.000

2,090

0

0

0

0

0

103

0

0

0

0.000

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0.000

0

0.000

0

0

令和　４年度 決算

0

0

0

0

0

0

7,590

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

0%

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

人

①

②

①

②

③

①

単位

人

対象指標

活動指標

0.000 2.000 4.000

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

0.000

その他

0.000

成果指標

令和　８年度

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

0.000

0.000

達成度R 5年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

2.0000.000 0.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　農政課一般事務に係る消耗品費や旅費等の管理及び農林業功労者表彰に係
る業務を行うもの 


内容 

１　一般事務経費の管理 



２　農林業功労者表彰業務 

　　「まつもと市民祭」において、農林業功労者表彰を行うもの。 

　⑴　候補者の選定及び審査会の開催 

　⑵　表彰式典の準備及び運営補助 




効率指標

農林業功労者表彰表彰者数

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

一般事務事業（農政課）

分野

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

・農林業に従事する市民の励みになることから、表彰は継続していく。 

・候補者の選定が各団体や農業委員等からの推薦となっているため、候補者を確保するためには、各団体に協
力してもらい、広く周知していく必要がある。

○

連絡先 34-3221

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

事業種別～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

その他

その他（行政運営全般）

前年度の結果

事業１ 一般事務費

その他（行政運営全般） 款 06 事業２ 一般事務費

その他 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 02
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

令和３年度に利子補給に係る補償金の支出があったため

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

1,349

590

0

令和　５年度 決算

1,141

令和　６年度 決算

1,301

542

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

759

0.100

0

0

10

170

759

0.100

410

759

537

604

10

178

354

759

0

0

0.000

0

0

0

0

0

0

537

0

0

0

0

0

611

604

0

0.000

302

0.100

0

0

令和　４年度 決算

1,215

611

0

0

0

759

7,590

2,235

令和　３年度 決算

3,296

2,235

0

1,061

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

160%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

表彰者が関係団体等からの内申によること及び農林業振興功労者の表彰対象者が各団体の任期に影響を受けるため（退任後に表彰される場
合が多いため）

0

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

604 604 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

人

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

1.000

その他

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

6.000

達成度R 5年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

5.0008.000 5.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 
　老朽化している施設の改修を実施するもの。（あり方検討含む） 
 
内容 
　芥子坊主農村公園の設備改修 
 
１　令和５年度 
　　トイレの改修 
２　令和６年度 
　　ベンチ、机、外灯、案内看板の改修 
３　令和７年度 
　　公園のあり方検討 
 

効率指標

① テントサイト利用件数

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

芥子坊主農村公園再整備事業

分野

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

・ベンチ、机、外灯、案内看板の改修が完了 
・利用件数の推移を踏まえ、公園の在り方を検討していきます。

○

連絡先 34-3222

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

維持

コスト

根拠法令要綱 農村公園条例

地域区分 予算要求区分施設種別 スポーツ・公園施設 政策的経費

事業種別令和 5年度 ～ 令和 6年度

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

事業１ 農村広場管理費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 芥子坊主農村公園再整備事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 02
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

・ベンチ、机、外灯、案内看板の費用

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

0

0

0

令和　５年度 決算

27,755

令和　６年度 決算

7,689

6,171

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

1,518

0.200

0

0

0

0

0

0.000

0

0

14,237

1,518

0

0

6,171

1,518

0

0

0.200

0

0

1,518

0

0

0

26,237

0

0

0

0

12,000

0

0

0

0.000

0

0.000

0

0

令和　４年度 決算

0

0

0

0

0

0

7,590

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

59%

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

件

①

②

①

②

③

①

単位

対象指標

活動指標

527.000 700.000 900.000

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

その他

611.000

成果指標

令和　８年度

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

718.000

達成度R 5年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 02

事業１ 環境保全型農業直接支払事業費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 環境保全型農業直接支払事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 02

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別平成27年度 ～

根拠法令要綱 松本市環境保全型農業直接支払交付金交付要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

①

維持

コスト

連絡先 34-3222

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

・高齢化等の理由により有機農業等の環境保全効果の高い営農活動の取組をやめる者がいたが、新規取組者
が増加したため面積が拡大した。 
・事業規模拡大のために、事業の認知度向上に勤め農業者の関心を高める必要がある。

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

環境保全型農業直接支払事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 
　農業の持続的な発展と農業の有する多面的機能を発揮するために、農 
業生産に由来する環境負荷を軽減するとともに、地球温暖化防止や生物 
多様性保全等に効果が高い農業生産活動を推進するもの 
 
 
内容 
１　事務費 
　　農業者等への事業周知や実施状況等の確認に係る事務費への国の定 
　額補助（50千円） 
 
２　交付金 
　　堆肥の施用等の環境保全効果の高い営農活動に取り組む農業者団体 
　に、その取り組み面積に応じて支援するもの 
　⑴　対象者 
　　　販売を目的に生産し、化学肥料・化学農薬を原則５割以上軽減す 
　　る取り組みと合わせて環境保全効果の高い営農活動に取り組む農業 
　　者団体等 
　⑵　支援単価 
　　　最高12,000円/10ａ（取組内容により異なる）　 
　⑶　補助率 
　　　国１／２、県１／４、市１／４  
 

効率指標

補助金交付面積
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

4.310 3,9604,313

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 達成度R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

2.504

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和　９年度

成果指標

効率指標

2.818

その他

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

単位

ｈａ

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

活動指標の増減維持理由

1,456

0

109%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

468

令和　３年度 決算

5,719

1,924

0

3,795

0

0

令和　４年度 決算

5,600

1,805

0

1,366

0

3,795

7,590

439

3,795

3,795

0.500

0

0.500

0

0

0

1,821

0

1,377

0

0

0

2,160

0

0.200

0

0

1,518

0

0

444

1,518

0

0

720

1,518

1,518

0.200

1,470

0

0

0

1,518

0.200

490

1,518

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

3,478

1,960

0

令和　５年度 決算

3,339

令和　６年度 決算

4,398

2,880

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 補助金

目 03

事業１ 農業者育成事業費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 経営継承・発展等支援事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別令和 3年度 ～

根拠法令要綱 松本市農業生産振興事業補助金交付要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

①

維持

コスト

連絡先 34-3222

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

　農業経営者の一層の高齢化と減少が急速に進行する中、地域農業の担い手から経営を継承した後継者への活
動を支援し、農業の担い手の育成環境の整備を推進します。

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

経営継承・発展等支援事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　地域計画のうち目標地図に位置付けられ、地域農業の担い手から経営を継
承した後継者が経営継承後の経営発展に関する計画等を策定し、同計画に基
づく取り組みを行う場合の経費を国と市が一体となって支援するもの。 



内容 

１　対象者 

　　地域農業の担い手である先代事業者から経営の主宰権の移譲を受けた 

　者 

２　対象経費 

　　経営管理の高度化、省力化、業務の効率化のための機械装置等の購入 

　費、新たな品種や部門の導入のための開発、取得費等 

３　補助率 

　　国1/2、市1/2（上限1,000千円）

効率指標

補助金交付件数
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

3.000 5.0005.000

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 達成度R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

7.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和　７年度

成果指標

効率指標

0.000

その他

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

単位

件／年

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

活動指標の増減維持理由

0

0

60%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

1,741

令和　３年度 決算

4,241

3,482

1,741

759

0

0

令和　４年度 決算

7,759

7,000

3,500

0

0

759

7,590

3,500

759

759

0.100

0

0.100

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0.100

0

0

759

0

0

0

759

0

0

1,500

759

759

0.100

0

0

0

0

759

0.100

2,500

759

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

5,759

5,000

2,500

令和　５年度 決算

759

令和　６年度 決算

3,759

3,000

1,500

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 
　有害鳥獣による農作物被害や自然災害等による農業者の経営意欲の減退
を防ぎ安定的な経営を支援するもの 
 
 
内容 
１　倒木撤去 
　　倒木により破損した鳥獣防護柵を補修するため、作業の支障となる 
　倒木を撤去し破損個所を補修できるよう整え、防護柵補修作業及び維 
　持管理に危険が無いよう安全を確保するもの 
２　原材料費 
　　倒木により破損した防護柵を補修するため、必要な原材料費を提供 
　するもの 
３　収入保険加入支援事業 
　　自然災害や農作物の価格低下など、農業者の経営では避けられない 
　収入減少を補てんする収入保険への加入を支援するため、農業者が支 
　払う保険料等の一部を補助するもの 
４　松本波田道路関係地農業生産事業 
　　松本波田道路（中部縦貫自動車道）建設工事に伴い用地を提供した 
　地区（島立、和田、新村、波田）の要望に対して農業振興を推進する 
　ため、補助するもの 
５　持続的畑作生産体制確立緊急支援事業 
　　畑作物の需要に応じた供給体制の構築に向けて、豆類・そば等の安 
　定生産を図る取組に必要な経費を補助するもの 
 

効率指標

収入保険加入者数

獣害防護柵の設置延長

① 鳥獣害による農作物被害額

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

経営支援対策事業

分野

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

　有害鳥獣による農作物被害や自然災害による収入減少への備えなど、様々な取組みで農業者の経営を支援
する必要があります。

○

連絡先 34-3222

農政課

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱
松本市農業生産振興事業補助金交付要綱 

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

事業種別平成23年度 ～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

②

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 02

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

事業１ 経営支援対策費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 経営支援対策費

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 01
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

収入保険加入支援事業について、収入保険制度への新規加入者が増加したため。

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

27,087

24,810

0

令和　５年度 決算

40,041

令和　６年度 決算

22,730

20,453

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

2,277

0.300

0

0

0

0

2,277

0.300

24,810

2,277

27,982

2,277

0

0

20,191

2,277

262

0

0.300

0

0

2,277

0

0

0

37,764

0

9,782

0

0

0

13,767

8,349

8,349

1.100

0

1.100

0

0

令和　４年度 決算

22,295

13,946

0

179

0

8,349

7,590

7,621

令和　３年度 決算

15,970

7,621

0

8,349

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

48%

97%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

東山部では松枯れによる獣害防護柵の破損によりシカ及びイノシシによる農作物被害が拡大しており、西部においてはサル及びイノシシ
による農作物被害が拡大しているため。

活動指標の増減維持理由

0

0

199%

一次評価 C 概ね結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

千円

①

②

①

②

③

①

単位

戸

㎞

対象指標

活動指標

85,432.000 80,000.000 42,500.000

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

249.000

その他

175.000 175.000

65,698.000

令和　９年度

令和　８年度

成果指標

令和　８年度

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

123.000

175.000

59,951.000

達成度R 5年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

288.000

180.000

277.000 600.000

175.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　国の政策として、農家の経営安定と農作物の生産力確保等、水田農業全体
の所得向上等を図り、食料自給率の向上と農村が保有する多面的機能の保全
を推進するもの。 



内容 

１　需要に応じた主食用米の適正生産の推進 

　　松本市農業再生協議会（事務局：農政課）が主体となり、県が提示 

　する主食用米の生産数量目安値に基づき、各地区農業再生協議会及び 

　各農業者に対し提示ルールを定めて周知するとともに、地域間調整等 

　を活用して需要に応じた米づくりの推進を図るもの。 

２　経営所得安定対策等事業の推進 

　　農業者は、出荷販売を目的に戦略作物（麦、大豆、そば等）を生産 

　することにより、国の経営所得安定対策交付金を活用しており、松本 

　市農業再生協議会（農政課）において申請受付や現地確認等の業務を 

　行なうもの。 

　⑴　営農計画書の配布回収及びデータの精査、水田台帳の整備 

　⑵　経営所得安定対策交付金申請要件抽出、申請書発送及び申請受付 

　⑶　交付金交付対象圃場の水田現地確認の実施 

　⑷　申請者からの実績報告書類の精査、交付金データの作成及び国へ 

　　の提出（交付金は国から直接申請者に支払いとなるもの） 







効率指標

主食用米の生産数量（面積換算）

① 経営所得安定対策交付金申請者数

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

経営所得安定対策等推進事業

分野

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

・国の方針である主食用米の需要に応じた適正生産の推進が重要と認識し、農業者が方針に沿って主食用米の
適正生産に取組むことを継続する。 

・地域の特性に応じた水田農業を推進するとともに、農業者の所得向上を図るため、収益性の高い園芸品目等
の導入、経営の複合化、スマート農業技術導入による農作業の効率化、生産コストの削減の取組みを推進す
る。

○

連絡先 0263-34-3222

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱 経営所得安定対策等実施要綱　　経営所得安定対策等推進事業費補助金交付要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

事業種別平成26年度 ～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

縮小今後の実施方向性

会計種別

農政課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 02

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

事業１ 経営所得安定対策等推進事業費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 経営所得安定対策等推進事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 01
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

県支出金は減少傾向で補助対象経費の10/10で計上しているが、内示額は例年同様、補助対象経費の６割程度。

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

60,630

37,860

0

令和　５年度 決算

50,889

令和　６年度 決算

47,540

24,770

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

22,770

3.000

37,240

0

0

620

22,770

3.000

0

34,850

1,492

38,645

0

550

2,410

34,850

21,810

0

3.500

0

0

26,565

0

549

0

24,324

0

22,287

0

0

545

7,927

41,681

29,601

3.900

9,060

4.000

3,780

0

令和　４年度 決算

62,196

32,595

0

24,119

0

30,360

7,590

5,790

令和　３年度 決算

75,256

32,056

0

43,200

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

99%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

国の交付金交付要綱の改定（水活交付金見直し、畑地化の推進）、経営の集約化等により申請者数は減少傾向。

活動指標の増減維持理由

国の主食用米需給見通しを踏まえ、また米価の上昇を背景に生産数量は上昇傾向。

26,266

0

102%

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

12,080 12,080 12,080 12,080

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

経営体

①

②

①

②

③

①

単位

ｈａ

対象指標

活動指標

756.000 740.000 740.000

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

2,518.640

その他

796.000

令和　７年度

成果指標

令和　７年度

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

2,555.000

834.000

達成度R 5年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

2,568.3002,532.460 2,568.300
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　自家用の野菜を栽培することにより、高齢者の生きがいづくりや農業に対
する理解を深めてもらうことを目的としている。 



内容 

　管理農園２３カ所（４９１区画）の管理をおこなっている。 



１　体験市民農園数　　 

　　２０農園 

　⑴　区画数　　　　４５４区画 

　⑵　区画面積　　３３～７５㎡ 

　⑶　年間使用料　２，０００円～４，５００円 



２　健康生きがい市民農園 

　　２農園 

　⑴　区画数　　　　　２０区画 

　⑵　区画面積　　　　　５０㎡ 

　⑶　年間使用料　３，０００円 



３　内田簡易オートキャンプ 

　　１農園 

　⑴　区画数　　　　　　１７区画 

　⑵　区画面積　　　　　２００㎡ 

　⑶　年間使用料　１８，０００円 


効率指標

貸付区画に対する利用割合

① 利用満足度

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

健康生きがい市民農園事業

分野

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

・設置から十年以上経過していますが整備を実施しておらず、土壌状態が悪く、区画の境界が判別できない農
園があるため、計画的に農園整備を実施します。 

・地権者の意向により農園の数が減少しています。農地法の改正により、現在の耕作面積に関わらず農地の賃
借が可能となったため、長期間市民農園を利用している方へ個人間での農地賃借を推進します。 

・現代のニーズにあった農園の土地利用や管理運営方法を検討します。

○

連絡先 34-3221

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱 松本市特定農地貸付規定

地域区分 予算要求区分施設種別 文化・コミュニティ施設 経常経費

事業種別平成 9年度 ～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

事業１ 健康生きがい市民農園事業費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 健康生きがい市民農園事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 02
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

・業務を委託をしている、農園の除草回数を増やしたことによる委託料の増加

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

6,002

2,370

0

令和　５年度 決算

5,119

令和　６年度 決算

6,045

2,413

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

1,518

0.200

0

0

0

1,340

1,518

0.200

1,030

3,632

155

3,632

0

1,333

1,080

3,632

0

0

0.200

0

0

1,518

0

313

0

1,487

0

0

0

0

1,332

1,248

3,632

1,518

0.200

2,114

0.200

0

0

令和　４年度 決算

5,193

1,561

0

0

0

1,518

7,590

616

令和　３年度 決算

5,766

2,134

0

3,632

0

1,518

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

80%

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

2,114 2,114 2,114 2,114

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

％

①

②

①

②

③

①

単位

％

対象指標

活動指標

80.000 85.000 100.000

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

93.000

その他

80.000

成果指標

令和　８年度

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

96.000

79.000

達成度R 5年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

100.00096.000 0.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 
エコトピア山田再整備に係る島内山田地区の要望により、令和１０年度利
用開始に向けてクラインガルテンを整備するものです。 
 
 
内容 
１　交流施設５９５㎡／１棟　 
　　交流スペース、調理スペース及び災害時避難所機能を有するもの 
 
２　農園２５区画（３００㎡／区画） 
 
　⑴　宿泊施設５０㎡（１Ｒ・バス・トイレ付） 
 
　⑵　菜園スペース２００㎡ 
 
　⑶　フリースペース５０㎡ 
 
 

効率指標

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

山田地区クラインガルテン整備事業

分野

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

令和１０年度施設利用開始に向け地元との協議を重ね、事業を推進します。

○

連絡先 34-3222

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

維持

コスト

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 文化・コミュニティ施設 政策的経費

事業種別令和 4年度 ～ 令和 9年度

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

事業１ 山田地区クラインガルテン整備事業費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 山田地区クラインガルテン整備事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 委託料

目 02
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

整備範囲の拡大、委託業務単価の上昇による。

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

476,646

473,610

0

令和　５年度 決算

15,191

令和　６年度 決算

10,395

7,359

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

3,036

0.400

0

0

0

0

3,036

0.400

473,610

3,036

12,155

3,036

0

0

7,359

3,036

0

0

0.400

0

0

3,036

0

0

0

12,155

0

0

0

0

0

5,082

3,036

3,036

0.400

0

0.000

0

0

令和　４年度 決算

8,118

5,082

0

0

0

0

7,590

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

その他

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度 達成度R 5年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 
  四賀クラインガルテンは、建築年数が坊主山３０年、緑ケ丘２５年経ち
ます。施設の老朽化（経年劣化）が進んでいることから、現状が確認でき
ていないので、建物の調査を行うもの。 
　その調査結果を踏まえて施設の建て替えまたは、大規模改修なのかを含
め、クラインガルテンをどうして行けばよいのかを検討する判断資料とす
るもの。 
 
内容 
１　事業内容 
　⑴　調査は、坊主山・緑ケ丘クラインガルテンラウベ１３１棟の内、坊 
　　主山クラインガルテンラウベの調査を実施する。 
　⑵　施設の現状把握を行い、建屋・設備の改修計画の立案につなげる 
 
２　令和６年度事業内容・建物の調査等 
　　（坊主山クラインガルテンラウベ１６棟） 
　⑴　全棟調査を計画していましたが、建築年ごとに建物を抽出し調査を 
　　行う 
　⑵　平成４年建築　１棟、平成５年建築　６棟、平成６年建築　２棟 
　　　平成７年建築　６棟、平成８年建築　２棟 
 
３　令和６年度予算額　１，３６０，０００円 
 
４　財源一般財源 

効率指標

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

四賀クラインガルテン管理運営事業

分野

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

　調査は、施設の現状把握を行い、その結果を基にクラインガルテン施設の改修計画を立案し、施設の長寿
命化を図るための改修工事につなげる

○

連絡先 78-3002

農政課

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

維持

コスト

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別四賀 観光・交流施設 政策的経費

事業種別令和 6年度 ～ 令和 6年度

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

拡大今後の実施方向性

会計種別

農政課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

拡大

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

事業１ クラインガルテン関連施設管理費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 四賀クラインガルテン管理運営事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 委託料

目 02
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

0

0

0

令和　５年度 決算

0

令和　６年度 決算

1,265

1,265

0

0

0

0

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

0

0.000

0

0

0

0

0

0.000

0

0

0

0

0

0

1,265

0

0

0

0.000

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0.000

0

0.000

0

0

令和　４年度 決算

0

0

0

0

0

0

0

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

0

人件費合計

平均年収 0 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

その他

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度 達成度R 5年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

　Ｒ６年単年度事業

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　家畜排せつ物を堆肥化することにより畜産環境問題を改善し、有機肥料と
して販売することで農地の土壌改良と科学肥料の使用を減らした持続性の高
い農業生産方式の導入を行う。 

　施設廃止に向けた取組を進める。 



内容 

１　実施内容 

　　施設内にある畜糞の製品化 

　⑴　30ℓ袋・フレコン・バラの３種類による販売とほ場への散布 

　⑵　臭気対策　堆肥化に伴う悪臭の削減と飛散防止 

　　ア　臭気モニターにより発生状況を把握し原因究明と対策を図る 

　⑶　施設廃止の経過 

　　ア　令和５年１０月　畜ふん受入れを終了 

　　イ　令和６年９月定例会で、令和７年３月末での施設廃止に向け製品化 

　　　できない畜ふん処理費用に係る予算の議決 

　　　　事業費　８７，４９７，８７７円 

　　ウ　同年１０月　松本市四賀有機センター運営委員会に、今年度末での 

　　　堆肥製造・販売を終了し施設の廃止を報告 

　　エ　令和７年２月定例会で、施設条例の廃止が可決される 

　　オ　令和７年３月　堆肥製造・販売を終了 

　　カ　令和７年３月３１日　施設廃止 


効率指標

① 堆肥販売量（ｔ）

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

四賀有機センター管理事業

分野

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

　令和７年３月で堆肥の製造及び販売を終了し施設を廃止する

○

連絡先 78-3002

農政課

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

維持

コスト

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別四賀 その他施設 経常経費

事業種別平成10年度 ～ 令和 7年度

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

廃止今後の実施方向性

会計種別

農政課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 02

担当所属

廃止

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

事業１ 四賀有機センター管理費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 四賀有機センター管理費

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 03
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

　令和７年３月末での施設廃止に伴う畜ふん処理経費の増 

　令和７年度予算　施設廃止（解体）等に伴う経費

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

337,930

337,930

0

令和　５年度 決算

44,155

令和　６年度 決算

128,546

126,269

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

2,277

0.300

0

0

0

0

0

0.000

337,930

0

34,712

2,881

0

0

126,269

2,277

0

0

0.300

0

0

2,277

3,243

5,923

0

41,274

0

0

0

1,357

5,205

34,996

2,881

2,277

0.300

0

0.300

0

0

令和　４年度 決算

47,043

44,162

0

0

0

2,277

7,590

32,950

令和　３年度 決算

44,872

42,595

0

2,277

3,968

5,677

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

604 604 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

0

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

ｔ

①

②

①

②

③

①

単位

対象指標

活動指標

543.000 0.000 0.000

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

その他

767.000

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

934.000

達成度R 5年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的

　県内全域における生鮮食品の流通拠点である松本市公設地方卸売市場
の、公平公正で効率的な管理運営を行うもの


内容

１　松本市公設地方卸売市場の管理運営を指定管理者に委託

　⑴　指定管理者

　　　松本市場管理株式会社　代表取締役　細澤　栄貴

　⑵　指定期間

　　　令和４年度から令和８年度まで（５年間）

　⑶　指定管理料

　　　２５５，０６５千円

　⑷　業務内容

　　ア　市場施設の使用指定及び使用許可に係る業務

　　イ　市場施設の維持管理に係る業務

　　ウ　施設使用料の賦課及び徴収に係る業務

　　エ　市場の売買取引等に係る業務


効率指標

市場取扱高

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

市場一般管理事業

分野

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

・指定管理者制度導入から１３年が経過。指定管理者は施設の設置目的を理解し、効率的で公正・公平な
管理運営を行っており、継続が妥当である。


○

連絡先 34-3221

農政課

事業期間 その他公設地方卸売市場特別会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 行政施設 経常経費

事業種別平成 元年度 ～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

31

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

事業１ 市場一般管理費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 01 事業２ 市場一般管理費

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 01
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

電気料金の高騰に伴う指定管理料の増加や消費税の増減によるもの

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

264,361

257,530

0

令和　５年度 決算

257,719

令和　６年度 決算

262,436

255,605

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

6,831

0.900

0

0

122,650

73,920

6,831

0.900

60,960

6,831

63,598

6,831

121,589

76,681

57,335

6,831

0

0

0.900

0

0

6,831

128,559

79,059

0

250,888

0

0

0

112,832

74,458

70,569

5,313

5,313

0.700

0

0.700

0

0

令和　４年度 決算

283,500

278,187

0

0

0

5,313

7,590

46,695

令和　３年度 決算

218,818

213,505

0

5,313

103,704

63,106

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

93%

一次評価

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

青果卸売業者の合併による取引先の増加や物価高等により、取扱高は微増している。

0

0

一次評価

0

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

億円／年

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

357.000

その他

令和　７年度

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

340.000

達成度R 5年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

371.000371.000 400.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的

　松本市公設地方卸売市場は県内全域における生鮮食品の流通拠点であ
るため、老朽化等により市場機能が停止することのないよう、収益的支
出に係る改修工事を継続実施し、機能維持及び安全確保を図る。


内容

１　電力メータ更新工事

　⑴　概要

　　　市場内に設置されている有効期限切れの電力メータの交換を
　　行うも
の。

　　　メータ個数　１９７個

　⑵　金額

　　　２６，４００千円


効率指標

市場取扱高

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

市場施設管理事業

分野

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

・老朽化や故障等で市場機能が停止しないよう、緊急性の高いものから順次改修や修繕を行う必要がある
と認識している。
・市場再整備の検討状況を踏まえ、必要最低限の施設整備をしていく。


○

連絡先 34-3221

事業期間 その他公設地方卸売市場特別会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 行政施設 経常経費

事業種別平成 元年度 ～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

31

項 02

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

事業１ 市場施設管理費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 01 事業２ 市場施設管理費

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 01
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

・収益的支出に係る工事や修繕の内容により増減

・市場再整備の検討状況を踏まえ、緊急性の高いもの以外は必要最低限の施設整備をし、機能維持と安全確保を図る。

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

14,668

13,150

0

令和　５年度 決算

19,991

令和　６年度 決算

28,523

27,005

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

1,518

0.200

0

0

0

3,950

1,518

0.200

9,200

1,518

12,931

1,518

0

8,102

18,903

1,518

0

0

0.200

0

0

1,518

0

129

0

18,473

0

0

0

0

5,542

300

1,518

1,518

0.200

0

0.200

0

0

令和　４年度 決算

1,947

429

0

0

0

1,518

7,590

24,747

令和　３年度 決算

36,871

35,353

0

1,518

0

10,606

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

93%

一次評価

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

青果卸売業者の合併による取引先の増加や物価高等により、取扱高は微増している。

0

0

一次評価

0

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

億円／年

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

357.000

その他

令和　７年度

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

340.000

達成度R 5年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

371.000371.000 400.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的

　松本市公設地方卸売市場は県内全域における生鮮食品の流通拠点であ
るため、老朽化等により市場機能が停止することのないよう、資本的支
出に係る改修工事を継続実施し、機能維持及び安全確保を図る。


内容

１　消火栓ポンプ・バルブ更新工事

　⑴　概要

　　　耐用年数を超過した消火栓ポンプ、制御盤及びバルブを更新
　　する
もの

　⑵　金額

　　　１２，１００千円

２　自動火災報知設備更新工事

　⑴　概要

　　　耐用年数を超過した主棟卸売場の分布型空気管式感熱器を更
　　新す
るなど自動火災報知設備を更新するもの

　⑵　金額

　　　１０，２７４千円


効率指標

市場取扱高

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

市場施設整備事業

分野

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

・老朽化や故障等で市場機能が停止しないよう、緊急性の高いものから順次施設や設備の改修が必要と認
識している。

・市場再整備の検討状況を踏まえ、必要最低限の施設整備をしていく。

○

連絡先 34-3221

事業期間 その他公設地方卸売市場特別会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 行政施設 経常経費

事業種別平成 元年度 ～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

31

項 03

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

事業１ 市場施設整備事業費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 01 事業２ 市場施設整備事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 委託料

目 01
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

・資本的支出に係る工事の内容により増減

・市場再整備の検討状況を踏まえ、緊急性の高いもの以外は必要最低限の施設整備をし、機能維持と安全確保を図る。

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

6,087

3,810

0

令和　５年度 決算

216,777

令和　６年度 決算

24,651

22,374

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

2,277

0.300

0

0

0

0

2,277

0.300

3,810

2,277

0

2,277

0

0

22,374

2,277

0

0

0.300

0

0

2,277

0

0

0

214,500

0

0

214,500

0

0

40

1,518

1,518

0.200

0

0.200

0

0

令和　４年度 決算

210,958

209,440

0

0

209,400

1,518

7,590

0

令和　３年度 決算

1,518

0

0

1,518

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

93%

一次評価

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

青果卸売業者の合併による取引先の増加や物価高等により、取扱高は微増している。

0

0

一次評価

0

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

億円／年

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

357.000

その他

令和　７年度

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

340.000

達成度R 5年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

371.000371.000 400.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　農業分野のゼロカーボン推進のため、栽培作物の加温に多くの化石燃料を
消費する施設園芸の省エネルギー化を図る機器及び資材導入を支援し、燃油
使用量の低減を図ることで温室効果ガスの排出削減を進めるもの。 



内容 

１　補助対象者　 

　　施設園芸（果樹・野菜・花き等を栽培するものをいう。）を経営し 

　ている農業者または法人 



２　対象施設　 

　　燃油使用暖房機を設置する園芸施設 



３　補助対象経費 

　⑴　電気等による熱供給機（ヒートポンプ）の購入費 

　⑵　園芸施設の保温性、採光性又は気密性を図る被覆資材等の保温資 

　　材の購入費 

　⑶　施設内の温度を均一化する機器の購入費 



４　補助率（市単独補助） 

　　補助対象経費の３分の２以内 
 効率指標

補助金交付件数

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

施設園芸省エネルギー化支援事業

分野

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

・園芸施設の省エネルギー化機器・資材の導入によりゼロカーボンを推進します。 

・２カ年限定の補助金であるため、令和６年度で事業終了。

○

連絡先 34-3222

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱 松本市施設園芸省エネルギー化支援事業補助金交付要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

事業種別令和 5年度 ～ 令和 6年度

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

廃止今後の実施方向性

会計種別

農政課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 02

担当所属

廃止

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

事業１ 野菜・果樹・花き振興費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 施設園芸省エネルギー化支援事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 補助金

目 02
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

0

0

0

令和　５年度 決算

23,595

令和　６年度 決算

22,841

19,046

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

3,795

0.500

0

0

0

0

0

0.000

0

0

19,800

3,795

0

0

19,046

3,795

0

0

0.500

0

0

3,795

0

0

0

19,800

0

0

0

0

0

0

0

0

0.000

0

0.000

0

0

令和　４年度 決算

0

0

0

0

0

0

7,590

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

38%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

件／年

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

37.000

その他

令和　６年度

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

0.000

達成度R 5年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

0.00030.000 80.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 
　構成員の高齢化や減少により組織の弱体化が懸念されている集落営農の
活性化を図るため、地域の状況を踏まえたビジョン策定及びその実現に向
けた具体的な取組み（若者等の雇用、高収益作物の試験栽培・販路開拓、
共同利用機械等の導入など）を支援するもの 
 

内容 
１　事業期間 
　　最長3年間 
 
２　対象 
　　集落営農組織（下記の条件を満たす組織） 
  ⑴　集落を単位として、営農している組織 
  ⑵　組織の定款・規約が定められていること 
  ⑶　地域計画の目標地図等に位置付けられた又は位置付けられることが
　　確実であること 
 
３　対象経費 
　⑴　集落ビジョン策定のために必要な経費（定額補助） 
　⑵　中核となる若者等の雇用に係る経費（定額補助、上限100万円/年
　　（最大3年間まで）） 
　⑶　高収益作物の試験栽培、加工品の試作、販路開拓等に係る経費（定
　　額補助、上限：2作物（最大60ａまで）） 
　⑷　組織の法人化に伴う経費（定額補助：25万円） 
　⑸　共同利用機械等の導入経費（1/2以内）

効率指標

① 人材の確保

② 高収益作物等の導入・拡大

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

集落営農活性化プロジェクト促進事業

分野

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

　構成員の高齢化が人口減少によって存続が厳しくなっている地区の集落営農の活性化のため、引き続きサ
ポートをしていく。 
　令和７年度は共同利用機械の導入を予定しており、令和６年度よりもコストがかかる見込みである。

○

連絡先 78-3002

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

維持

コスト

③ 加工品や直売等の導入・拡大

根拠法令要綱 松本市農業生産振興事業補助金交付要綱

地域区分 予算要求区分施設種別奈川 経常経費

事業種別令和 6年度 ～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

事業１ 集落営農活性化プロジェクト促進事業費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 集落営農活性化プロジェクト促進事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 補助金

目 02
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

R7年度は共同利用機械の導入予定に伴い、R6年度より増の見込み

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

14,540

6,950

6,950

令和　５年度 決算

0

令和　６年度 決算

8,840

1,250

1,250

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

7,590

1.000

0

0

0

0

7,590

1.000

0

7,590

0

0

0

0

0

7,590

0

0

0.000

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0.000

0

0.000

0

0

令和　４年度 決算

0

0

0

0

0

0

0

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

令和６年度開始の事業

活動指標の増減維持理由

0

0

67%

127%

56%

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

0

人件費合計

平均年収 0 7,590

人

万円

①

②

①

②

③

①

単位

1,268.000 752.000 998.000

0.000 242.000 433.000 433.000

対象指標

活動指標

2.000 3.000 3.000

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

その他

0.000

令和　８年度成果指標

令和　８年度

令和　８年度

0.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

0.000

0.000万円③

①

R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

0.000

達成度R 5年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 03

事業１ 新規就農者育成事業費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 新規就農者育成事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

②

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別平成13年度 ～

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

①

維持

コスト

連絡先 34-3221

農政課

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

・耕作者の高齢化や後継者不足により農業生産力の低下や、農地の適正な活用の低下が懸念されている。 

・県内外から意欲ある人材を確保するため、農業経営に必要な農地の確保、農業機械等の取得に対する支援 

　を行うほか、地域の農業者を中心とした営農指導により、新規就農者の地域への定着を図る。 

・情報発信の強化及び受け入れ態勢として住環境の確保関連施策を地域協働により実現していく。

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

新規就農者育成対策事業研修修了５年後の営農継続率（単
年）

②
新規就農者育成対策事業研修修了後の営農継続者数（累
計）

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

新規就農者育成事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　新規就農者等の確保及び就農後の経営確立のため、関係機関が連携して農
地の確保、機械購入等への支援、営農指導等を行うことで安定的かつ効率的
に農業経営が行われるよう支援するもの。 



内容 

１　新規就農者育成総合対策 

　　49歳以下で独立・自営就農する認定農業者に対し、国・県の補助事業 

　を活用して資金を交付し、就農後のフォローアップを実施する。 



２　新規就農者育成対策事業 

　　農村の維持及び松本市の主要農作物の生産振興を図るため、JA・県と 

　の協働で、移住就農者を含む新規就農候補者に対し　実践的な農業研修 

　を実施し、併せて農地の確保、機械等の購入費助成、営農生活資金及び 

　家賃助成等を実施する。 




効率指標

新規就農者育成総合対策交付件数

新規就農者育成対策事業研修生採用人数

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

3.000 3.000

11.000 14.00014.000

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 達成度R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

12.000

2.000

100.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

43.000

③

①

令和　７年度

令和　７年度

令和　７年度成果指標

令和　７年度

45.000

効率指標

15.000

その他

2.000 3.000

100.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

就農希望者を確保するため、より魅力的な就農支援を実施する。

②

対象指標

活動指標

100.000 100.000 100.000

48.000 51.000 50.000

単位

件／年

人

％

人

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

100%

96%

活動指標の増減維持理由

0

0

79%

100%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

6,503

令和　３年度 決算

30,701

25,388

18,855

5,313

0

30

令和　４年度 決算

32,597

27,284

20,693

0

0

5,313

7,590

6,561

5,313

5,313

0.700

0

0.700

0

0

0

38,083

29,220

0

0

0

30

0

0

0.700

0

0

5,313

0

30

8,833

5,313

0

30

8,403

5,313

5,313

0.700

0

0

0

30

5,313

0.700

11,110

5,313

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

58,603

53,290

42,150

令和　５年度 決算

43,396

令和　６年度 決算

28,403

23,090

14,657

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

国庫事業の対象者および補助金額の増加。

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 補助金

目 03

事業１ 新規就農者育成事業費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 新規就農者住宅支援事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別令和 6年度 ～

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

①

維持

コスト

連絡先 34-3221

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

新たな担い手確保のために移住希望者を含め広く市外から誘致することが必要なため、就農フェア（「ふるさ
と回帰フェア」「新・農業人フェア」「ＪＡ・県合同就農相談会」）等へ参加し松本市の魅力をPRしていく。 




基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

市外から転入して農業研修・経営を開始した人数

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

新規就農者住宅支援事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　新たに市内で就農する者の居住に関する費用を支援することで、市外から
の新規就農を促進し、農村地域における人口減少の抑制を図るもの 



内容 

１　家賃補助（拡充） 

　⑴　対象者　　農業研修生、認定新規就農者（経営開始３年目まで） 

　⑵　助成額　　家賃の２分の１以内、月額上限10千円（18歳未満の子が
　　　　　　　同居する世帯は月額上限20千円） 

　⑶　助成期間　３年間を限度とする 



２　中古住宅のリフォーム補助（新規） 

　⑴　対象者　　農業研修生、認定新規就農者 

　⑵　助成額　　費用の２分の１以内、賃貸の場合は上限６００千円、購入
　　　　　　　の場合は上限７５０千円（子育て世帯は最大３００千円加
　　　　　　　算） 

　⑶　対象経費　居住部分に係る改修工事費用、家財等処分に係る費用 

　⑷　条件　　　事業完了後、３年以上農業研修生・認定新規就農者が居住
　　　　　　　すること 


効率指標

補助金交付件数

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

13.000 17.00014.000

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 達成度R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

0.000

0.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和　８年度

成果指標

令和　８年度

効率指標

0.000

その他

0.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

33.000 36.000 39.000

単位

件／年

人

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

85%

活動指標の増減維持理由

0

0

76%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

令和　４年度 決算

0

0

0

0

0

0

7,590

0

0

0

0.000

0

0.000

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0.000

0

0

0

0

0

0

0

0

0

2,295

0

0

0.000

0

0

0

0

0

0.000

3,390

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

3,390

3,390

0

令和　５年度 決算

0

令和　６年度 決算

2,295

2,295

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 
梓川営農支援センターの運営を行うことで、梓川地区の農業振興を図るも
の 

内容 
１　梓川営農支援センターの業務 
　⑴　農業振興計画の樹立及び具体的振興方針の策定、推進 
　⑵　農用地の流動化、利用集積の促進 
　⑶　農作業の受委託及び労働力の確保 
　⑷　米の生産数量調整対策 
　⑸　認定農業者及び担い手農業者の育成、指導、経営管理指導 
　⑹　新技術の導入及び技術の向上、研究開発等営農指導の推進等 
 
２　組織等 
　⑴　構成団体等 
　　ア　構成団体：JA他12団体 
　　イ　構成員：55名 
　　ウ　地区農家組合：19組織 
　⑵　組織 
　　ア　農家組合長会 
　　イ　農地部会 
　　ウ　生産振興部会 
　　エ　生活環境部会 
 
３　活動実績 
　⑴　農地パトロールや農家意向調査を基に、農地の流動化を促進し、荒
　　廃農地化の防止や農業環境の維持改善 
　⑵　鳥獣防護柵の巡回点検によって、鳥獣による農業被害の防止 
　⑶　農業用廃プラスチック類、不要農薬回収による環境にやさしい農業
　　の推進 
 

効率指標

営農支援センター農家組合活動回数

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

地域営農システム推進事業

分野

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

　梓川営農支援センターは、農業者、行政、農業者団体等が連携し、農家組合長会など４つの専門部会が担
う事業をとおして、梓川地域の農業振興を推進する中心的組織となっている。各地区では、事業計画に基づ
く有害鳥獣対策や農地パトロール、農家意向調査等により、農業環境の維持改善、荒廃農地化の防止や農地
の流動化が図られている。 
　今後は、農業者の高齢化や農家の担い手不足等の地域課題を地域全体で共有し、より一層の農地集積の推
進を図るとともに、集約化も進めて行く必要がある。

○

連絡先 78-3002

農政課

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別梓川 経常経費

事業種別～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

事業１ 地域営農システム推進事業費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 地域営農システム推進事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 03
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

6,037

2,560

0

令和　５年度 決算

5,955

令和　６年度 決算

5,950

2,473

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

759

0.100

0

0

0

160

759

0.100

2,400

3,477

2,318

3,477

0

160

2,313

3,477

0

0

0.100

0

0

759

0

160

0

2,478

0

0

0

0

160

2,346

3,477

759

0.100

2,718

0.100

0

0

令和　４年度 決算

5,983

2,506

0

0

0

759

7,590

2,400

令和　３年度 決算

6,041

2,564

0

3,477

0

164

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

95%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

全体的には微減だが、各19町会の活動回数は前年度とほぼ同数であった。

0

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

2,718 2,718 2,718 2,718

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

回

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

408.000

その他

令和　７年度

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

408.000

達成度R 5年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

400.000380.000 400.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 
　畜産農家の経営安定を図るため、必要な各種支援を行うもの。 
 
 
内容 
１　赤田沢牧場借上料 
　　奈川地区の放牧地において高品質な乳製品の生産を行うため、市が 
　国有地を借り上げ、畜産農家へ転貸するもの。 
２　長野県農業共済組合　家畜診療所運営負担金 
　　中信地区の広域的な家畜診療体制を維持するため、運営費の一部を 
　負担するもの。 
３　農畜産物生産出荷安定対策事業 
　　農業経営の安定化を図るため、農産物価格安定基金の掛金の一部を 
　補助するもの。 
４　高品質畜産物生産基盤確立支援事業 
　⑴　優良豚安定供給推進事業 
　　　肉豚のと畜解体料を補助するもの。 
　⑵　酪農ヘルパー利用推進事業 
　　　酪農ヘルパー利用料の一部を補助するもの。 
　⑶　信州牛銘柄向上推進事業　 
　　　格付等級の高い肉牛に対し補助金を支出するもの。 
５　特定家畜伝染病防疫強化事業 
　　円滑な防疫措置を行うため、埋却地を整備するために支障となる樹 
　木の伐採に対し補助するもの。 
 

効率指標

酪農ヘルパー利用回数

①

① 肉用牛の公社等への出荷頭数（Ａ４以上）

継続事務事業

肉牛の基金協会加入数量

事業概要

家畜診療所診療件数

令和 6年度

畜産振興事業

分野

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

　高齢化による畜産農家の減少に加え、飼料価格高騰や子牛の価格低下など畜産業は厳しい経営状況のた
め、引き続き経営安定を図るため事業を継続する。

○

連絡先 34-3222

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱
松本市農畜産物生産出荷安定対策事業補助金交付要綱 
松本市農業生産振興事業補助金交付要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

事業種別昭和53年度 ～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

②

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 02

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

事業１ 畜産振興費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 畜産振興費

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 03
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

12,348

10,830

0

令和　５年度 決算

12,488

令和　６年度 決算

14,238

12,720

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

1,518

0.200

0

0

0

120

1,518

0.200

10,710

1,518

10,865

1,518

0

100

12,040

1,518

580

0

0.200

0

0

1,518

0

0

0

10,970

0

0

0

0

105

10,645

7,590

7,590

1.000

0

1.000

0

0

令和　４年度 決算

67,688

60,098

0

49,453

0

7,590

7,590

11,161

令和　３年度 決算

18,751

11,161

0

7,590

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

73%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

酪農家数の減少による。

0

0

107%

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

頭

①

②

①

②

③

①

単位

頭

件

回

対象指標

活動指標

586.000 586.000 550.000

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

722.000

その他

610.000

令和　７年度

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

189.000

169.000

562.000

505.000

達成度

397.000

R 5年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

169.000 169.000

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

372.000 372.000 0.000

0.000

424.000424.000 580.000

177.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 
　農業生産条件の不利な中山間地域等において、荒廃農地の増加等により
多面的機能の低下が特に懸念される。このため農業生産の維持を通じて耕
作放棄の発生を防止し多面的機能を確保することを目的とするもの。 

内容 
１　概要 
　　農業生産条件の不利な中山間地域等において、集落等を単位に、農用
　地を維持・管理していくための取決め（協定）を締　結し、それに従っ
　て農業生産活動を行う場合に、面積に応じて一定額を交付する仕組み。 
 
２　対象地域　 
　⑴　法指定地域 
　　　特定農山村法・山村振興法・過疎地域の持続的発展の支援に関する
　　特別措置法・半島振興法・離島振興法・沖縄振興特別措置法・奄美群
　　島振興開発特別措置法・小笠原諸島振興開発特別措置法・棚田地域振
　　興法で定める地域 
　⑵　特認地域 
　　　都道府県知事が特に定めた基準を満たす地域 
 
３　対象者 
　　集落等を単位とする協定を締結し、５年間農業生産活動等を継続する
　農業者等 
 
 

効率指標

集落協定数

①

① 協定農用地の適正管理面積

継続事務事業

協定農用地の面積

事業概要

令和 6年度

中山間地域等直接支払推進事業

分野

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

　参加者の高齢化により、集落組織の維持が困難な状況である。 
　このため、集落協定の組織体制を見直し、制度利用を継続していくことが必要である。

○

連絡先 34-3222

産業振興部,農政課

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱 中山間地域等直接支払交付金交付要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

事業種別平成12年度 ～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

事業１ 中山間地域等直接支払推進事業費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 中山間地域等直接支払推進事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 02
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

集落内の協定農地が適正に維持管理されている。

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

48,070

46,250

0

令和　５年度 決算

48,285

令和　６年度 決算

48,290

46,470

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

1,518

0.200

33,180

0

0

0

1,518

0.200

13,070

1,820

13,081

1,820

0

0

13,086

1,820

33,384

0

0.200

0

0

1,518

0

0

0

46,465

0

33,384

0

0

0

13,039

1,820

1,518

0.200

302

0.200

0

0

令和　４年度 決算

48,050

46,230

0

33,191

0

1,518

7,590

12,961

令和　３年度 決算

47,850

46,030

0

1,820

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

33,069

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

302 302 302 302

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

㎡

①

②

①

②

③

①

単位

㎡

件

対象指標

活動指標

2,438,973.000 2,438,973.000 0.000

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

50.000

その他

2,438,973.000

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

2,433,991.000

50.000

2,433,991.000

達成度

2,438,973.000

R 5年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

2,438,973.000 2,438,973.000 0.000

50.00050.000 0.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　道の駅今井恵みの里（今井農産物直売施設）において施設・設備等の経年
劣化により、冷房設備等の機能低下による施設内の高温化や構内舗装の剥離
等が生じているため改修をするもの。 



内容 

１　今井農産物直売施設改修事業調査設計業務 

　　調査設計を実施し、施設の高温対策に必要な工事内容や太陽光発電設備
　設置の効果、それらの工事に要する概算費用や工事スケジュールを精査す
　るもの。 



２　構内舗装舗装改修工事 

　　経年劣化による剥離等が生じている構内舗装の改修工事をするもの。 



３　雨水浸透桝浚渫工事 

　　構内の雨水浸透桝に堆積する砂利や汚泥の浚渫工事をするもの。 


効率指標

市単独工事件数

①

① 売店来場者数

② 食堂来場者数

継続事務事業

改修予定の施設数

事業概要

令和 6年度

道の駅今井恵みの里施設改修事業

分野

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

調査設計により必要な工事内容の精査をした結果、店舗内における施設設備の改修が必要となり、工事に伴う
店舗の休業期間が生じるため、仮設店舗の検討及びコストの見直しを行う。

○

連絡先 34-3222

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 観光・交流施設 政策的経費

事業種別令和 6年度 ～ 令和 9年度

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

事業１ 農業振興関連施設管理費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 道の駅今井恵みの里施設改修事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 工事請負費

目 02
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

6,430

6,430

0

令和　５年度 決算

0

令和　６年度 決算

12,830

12,830

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

0

0.000

0

0

0

6,430

0

0.000

0

0

0

0

0

12,830

0

0

0

0

0.000

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0.000

0

0.000

0

0

令和　４年度 決算

0

0

0

0

0

0

7,590

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

100%

100%

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

人

人

①

②

①

②

③

①

単位

箇所

件

45,217.000 45,300.000 45,400.000

対象指標

活動指標

337,697.000 338,000.000 339,000.000

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

0.000

その他

0.000

令和　９年度

令和　９年度成果指標

令和　９年度

0.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

0.000

③

①

R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

0.000

0.000

0.000

令和　９年度

達成度

0.000

R 5年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

1.000 1.000 0.000

0.0002.000 0.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 委託料

目 02

事業１ クラインガルテン関連施設管理費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 奈川クラインガルテン管理運営事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別令和 5年度 ～

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別奈川 観光・交流施設 政策的経費

維持

コスト

連絡先 78-3002

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

　全棟調査の結果を踏まえ、今後の方針について検討を行い、改修計画を立てていく必要がある。 

　また、大原クラインガルテンの改修工事及び今後の利用料の改正等を踏まえ、神谷・入山クラインガルテン
の今後の在り方について検討する必要がある。

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

奈川クラインガルテン契約率

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

奈川クラインガルテン管理運営事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　奈川地区のクラインガルテンの長寿命化を図るとともに、施設利用要件の
見直しを行うもの 



内容 

１　実施内容 

　⑴　クラインガルテンのラウベの全棟調査を実施し、施設の現状把握を行 

　　う。 

　⑵　その結果をもとにクラインガルテン施設の改修を行い、施設の長寿命 

　　化を図る。 



２　令和５年度実績 

　⑴　大原クラインガルテン　ラウベ建物調査 

　⑵　ラウベ３５棟の建物現況調査 

　⑶　事業費　１，３７５，０００円 



３　令和７年度事業 

　⑴　大原クラインガルテン　実施設計業務 

　⑵　ラウベ３５棟の建屋・設備工事の詳細設計 

　⑵　事業費　５，２６０，０００円 


 効率指標

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 達成度R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

100.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

成果指標

令和　７年度

効率指標

その他

100.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

100.000 100.000 100.000

単位

％

①

②

①

②

③

①

②

0

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

100%

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

令和　４年度 決算

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0.000

0

0.000

0

0

0

1,375

0

0

0

0

0

0

0

0.010

0

0

76

0

0

1,375

76

0

0

0

76

76

0.010

0

0

0

0

0

0.000

5,260

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

5,260

5,260

0

令和　５年度 決算

1,451

令和　６年度 決算

76

0

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 02

事業１ 農業の課題解決プラットフォーム運営事業費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 農業の課題解決プラットフォーム運営事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別令和 5年度 ～

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

維持

コスト

連絡先 34-3221

農業委員会事務局

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

　遊休農地や担い手問題、地産地消の推進等の農業現場が抱える課題を、食産業、環境、地域、観光、教育
等の農業が関連する分野とも連携し、利害関係者が多角的に解決策を協議する場として有効で今後の成果が
期待できる。

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

四賀給食センターで使用する主要食材１５品目に地場農
産物（松本地域産物）を使用する割合

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

農業の課題解決プラットフォーム運営事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　高齢化や担い手対策、６次産業化、地産地消、環境にやさしい農業など
多様化する農業の課題を効果的かつ具体的に解決するため、利害関係者に
よる協議の場を設置・運営するもの。 



内容 

１　プラットフォームの運営 

　⑴　コア会議 

　　・課題の整理、利害関係者による課題別検討部会の調整 

　　・農業委員会、信州大学、農業者及び市（産業振興部） 

　⑵　課題別検討部会 

　　・コア会議が整理した課題に応じ利害関係者が具体的な解決策を協議 

　　・農業者、ＪＡ、食品加工業者、消費者等の利害関係者 

２　経過 

　R5.11～　コア会議の設置、大枠課題２つを整理 

　　　　 ①産地の魅力を発信し若い農業者を呼び込む方策 

　　　　 ②農地を持続的かつ有効に活用する方策 

　R6. 3～　整理した課題に対し利害関係者の協力を得て検討部会を発足 

　　　　　 解決策の協議を開始 

　　　　　 部会①「農業と観光に関する検討部会」 

　　　　　 　→令和７年度「大人の農業体験ツアー」商品化内定 

　　　　　 部会②「中山間地の農地活用に関する検討部会」 

　　　　　　 →生産者組合を設置して給食センター納品窓口の一本 

　　　　　　　 化を目指す 

　　　　　 　→目標設定：主要食材15品目の松本地域産の使用率 

　　　　　　 　※四賀限定、R6見込:42％→R10:50％ 


効率指標

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 達成度R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

0.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

成果指標

令和１０年度

効率指標

その他

0.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

0.000 44.000 50.000

単位

％

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

概ねなっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

0%

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 C

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

令和　４年度 決算

0

0

0

0

0

0

7,590

0

0

0

0.000

0

0.000

0

0

0

50

0

0

0

0

0

0

0

0.400

0

0

3,036

0

0

50

3,036

0

0

27

3,036

3,036

0.400

0

0

0

0

3,036

0.400

180

3,036

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

3,216

180

0

令和　５年度 決算

3,086

令和　６年度 決算

3,063

27

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　地域の未来を担う農業者の確保及び農業経営の安定を図るため、農業経営
における経営規模拡大、経営改善に取り組む農業者へ支援をすることによ
り、農業者の育成を推進するもの。 



内容 

　経営規模拡大、経営転換を目指す農業者に対して、補助事業を活用して経
費の一部を補助するもの。 



１　未来を担う農業経営者支援事業（市） 

　⑴　対象者　　認定農業者、認定新規就農者、女性農業者 

　⑵　対象経費　経営規模拡大等のための機械、施設の取得 

　⑶　補助率　　２/３【上限】５０～２００万円 

２　農地利用効率化等支援交付金（国） 

　⑴　対象者　地域計画のうち目標地図に位置付けられた者 

　⑵　補助率　取得に係る融資残額の３/１０ 

　⑶　限度額　３００万円 


効率指標

補助金交付件数

①

① 認定農業者への農地集積面積

継続事務事業

認定農業者数

事業概要

令和 6年度

農業者育成事業

分野

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

・各種補助事業を活用して、経営規模の拡大、経営改善による農業収益の向上を推進します。 

・これからの農業を担う農業者の活動を支援し、農業の担い手の育成環境の整備を推進します。

○

連絡先 34-3222

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱 松本市未来を担う農業経営者支援事業補助金交付要綱、松本市強い農業・担い手総合支援交付金事業助成金交付要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

事業種別～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

事業１ 農業者育成事業費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 農業者育成事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 補助金

目 03
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

43,554

39,000

0

令和　５年度 決算

29,135

令和　６年度 決算

34,448

29,894

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

4,554

0.600

9,000

0

0

0

4,554

0.600

30,000

4,554

24,581

4,554

0

0

24,631

4,554

5,263

0

0.600

0

0

4,554

0

0

0

24,581

0

0

0

0

0

19,331

4,554

4,554

0.600

0

0.600

0

0

令和　４年度 決算

23,885

19,331

0

0

0

4,554

7,590

60,524

令和　３年度 決算

65,078

60,524

0

4,554

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

93%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

101%

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

ｈａ

①

②

①

②

③

①

単位

人

件／年

対象指標

活動指標

2,928.000 2,900.000 2,900.000

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

26.000

その他

2,911.000

令和　７年度

成果指標

令和　７年度

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

552.000

23.000

2,850.000

達成度

553.000

R 5年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

534.000 535.000 0.000

29.00027.000 29.000
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　奈川・梓川地区の農業振興関連施設について、公共施設等総合管理計画に
基づき施設の解体を行うもの 



内容 

令和５年度 

１　農機具倉庫（奈川） 

　⑴　経　過 

　　　黒川渡町会から松本市に無償譲渡の申請を受け、令和６年２月定例議 

　　会で、無償譲渡について議決を受け譲渡済み 

２梓川地場産品直売センター 

　⑴　経　過 

　　　地権者から松本市に施設の譲渡申請を受け、令和６年２月定例議会 

　　で、無償譲渡について議決を受け譲渡済み 

令和６年度 

３　奈川新規就農者技術習得管理施設 

　⑴　施設概要 

　　ア　所 在 地　松本市奈川２２６８番地１ 

　　イ　延床面積　１３８．２９㎡ 

　　エ　構　　造　木造２階建て 

　⑵　経　過 

　　ア　令和３年１２月、奈川地区町会連合会に、地区の地域振興のための 

　　　活用方法の検討を依頼し、活用方法が無い場合は廃止の了承を得る 

　　イ　令和４年から令和５年、地元商工会等の団体に活用方法の検討を打 

　　　診するが意向が無く、市役所内部に将来的な行政需要について照会す 

　　　るも活用希望が無い 

　⑶　結　果 

　　ア　令和６年２月定例議会で、施設解体工事に係る予算の議決 

　　イ　令和６年６月から令和７年１月、解体工事を行う 


効率指標

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

農業振興関連施設解体事業

分野

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

　地元等と活用方法を模索するも、公共施設等総合管理計画に基づき施設を解体する。

○

連絡先 78-3002

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

維持

コスト

根拠法令要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 その他施設 政策的経費

事業種別令和 5年度 ～ 令和 6年度

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

５都市基盤・危機管理

５－１１将来にわたる公共インフラの整備

前年度の結果

事業１ 農業振興関連施設管理費

５－１１将来にわたる公共インフラの整備 款 06 事業２ 農業振興関連施設解体事業

５都市基盤・危機管理 予
算
事
業

会計

事業３ 事務費等

目 02
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

0

0

0

令和　５年度 決算

1,556

令和　６年度 決算

8,509

7,750

0

0

0

0

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

759

0.100

0

0

0

0

0

0.000

0

0

154

302

0

0

7,750

759

0

0

0.000

0

0

0

0

0

0

1,254

0

0

1,100

0

0

0

0

0

0.000

0

0.000

0

0

令和　４年度 決算

0

0

0

0

0

0

7,590

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 302 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

その他

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度 達成度R 5年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 02

事業１ 農業振興関連施設管理費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 農業振興関連施設管理費

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別～

根拠法令要綱 松本市農業振興施設整備基金条例

地域区分 予算要求区分施設種別 観光・交流施設 経常経費

維持

コスト

連絡先 34-3222

農政課

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

○

・個別施設計画に基づき、適宜修繕や設備更新を行い、既存施設の維持を図る。

・老朽化等により運営継続が困難な施設もしくは、当初の目的を達成した施設は廃止や譲渡を検討する。

・利用状況等に応じて施設の在り方を検討する。

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

道の駅　売店来場者数

② 道の駅　食堂来場者数

継続事務事業

施設数

事業概要

令和 6年度

農業振興関連施設管理事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的

　松本市民の農業資源の活用、農業振興及び地域活性化を図るため、市内の
農業振興関連施設の維持管理及び運営を行うもの。



内容

　利用者が安全に施設を利用できるよう通常の維持管理経費負担のほか、建
設から一定年数が経過した施設を維持するため、点検結果に基づく計画的な
修繕・更新工事を実施する。



１　農業振興施設

　⑴　指定管理者制度導入施設　６施設

　　　グレンパークさわんど、安曇風穴の里、ながわ山彩館、

　　　梓川水田農産物処理加工施設、今井農産物直売施設、

　　　波田農産物加工販売施設

　⑵　直営施設　５施設

　　　四賀地域資源利活用施設、四賀地域食材供給施設、

　　　安曇番所農産物加工販売施設、安曇稲核農産物加工販売施設

　　　安曇島々農産物加工販売施設



２　維持管理等

　⑴　保守点検

　　　消防用設備点検、自動ドア点検、受水槽点検

　⑵　修繕　８件

　　　給水管、縦樋、電動石臼製粉ふるい機、浄化槽制御盤、外壁　等

　⑶　備品購入　２件

　　　油圧搾機、玄蕎麦脱皮機の購入


効率指標

①

①
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

11.000 11.000 11.000

【総合評価】

評
価 Ｂ

11.000

R 5年度実績

令和　８年度

達成度

100%

R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

19.000

451,205.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

68,030.000

③

①

令和　８年度成果指標

令和　８年度

81,522.000

効率指標

その他

484,317.000

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

495,237.000 498,000.000 500,000.000

92,438.000 95,000.000 98,000.000

単位

館

人

人

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

302 302 604 604

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

99%

94%

活動指標の増減維持理由

0

0

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

利用者の増加によるもの。

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

26,841

令和　３年度 決算

29,420

26,841

0

2,579

0

0

令和　４年度 決算

24,268

21,689

0

0

0

2,277

7,590

21,689

2,579

2,277

0.300

302

0.300

0

0

0

28,092

0

0

0

2,072

5,087

0

0

0.300

0

0

2,277

0

0

20,933

2,579

2,040

8,320

15,840

3,640

3,036

0.400

0

0

2,220

8,430

11,385

1.500

15,710

11,989

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

38,349

26,360

0

令和　５年度 決算

30,671

令和　６年度 決算

29,840

26,200

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

令和７年度は、指定管理者更新施設の事務を行うため。

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 02

事業１ 農業振興地域整備計画管理費

５－６バランスの取れた土地利用 款 06 事業２ 農業振興地域整備計画管理費

５都市基盤・危機管理 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

５都市基盤・危機管理

５－６バランスの取れた土地利用

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別昭和46年度 ～ 永年

根拠法令要綱 農業振興地域の整備に関する法律

地域区分 予算要求区分施設種別 経常経費

①

維持

コスト

連絡先 34-3221

農業委員会事務局,建築指導課

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

　農業生産基盤及び効率的な農業経営の維持のために、優良農地を農用地として適切に確保・保全する必要が
ある。農業振興と農地開発計画との調整には、行政による公平な視点が必要であり、引き続き、地区の農業従
事者、農業委員会等から意見聴取し、農業振興地域整備計画を定期的に見直すことで、適切な管理を図る。

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

農業振興地域整備計画管理事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

優良農地を農用地として適切に確保・保全し、本市の農業振興を図るもの。
経済事情の変動等で生じる優良農地への開発計画（農振除外申出）等に対
し、営農環境の保全等に留意した土地利用を図る。 




内容 

１　農業振興地域整備計画変更（随時見直し）を実施した。 

　⑴　第１回農業振興地域整備計画変更 

　　ア　受付件数・筆数　16件27筆 

　　　　（除外12件、公共事業1件、軽微変更2件、内容変更1件） 

　　イ　軽微変更公告・面積　令和6年8月20日　1,478㎡ 

　　ウ　重要変更公告・面積　令和7年2月25日　除外:6,413㎡ 

　⑵　第２回農業振興地域整備計画変更 

　　ア　受付件数・筆数　15件23筆 

　　　　（除外11件、公共事業1件、軽微変更4件） 

　　イ　軽微変更公告・面積　令和6年2月26日 　1,701.02㎡ 

　　ウ　重要変更公告・面積　公告日未定　　除外予定:5,603.90㎡ 

　⑶　軽微変更のみ（8月、2月） 

　　ア　受付件数・筆数　8月:2件2筆、2月:1件2筆 

　　イ　公告・面積　 

　　　　8月:令和6年11月14日　603㎡、2月:未定　950㎡ 





効率指標

農振農用地面積
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

7,382.000 7,381.0007,372.000

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 達成度R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

7,515.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和　８年度

成果指標

効率指標

7,479.000

その他

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

単位

ｈａ

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

0 0 0 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

活動指標の増減維持理由

R6実績：随時見直し及び総合見直しに係る除外による減 

R7見込：随時見直しの実施に係る除外による減 

目標値及び目標年度：総合見直し後の松本農業振興地域整備計画の目標値

0

0

100%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

340

令和　３年度 決算

4,135

340

0

3,795

0

0

令和　４年度 決算

4,243

448

0

0

0

3,795

7,590

448

3,795

3,795

0.500

0

0.500

0

0

0

791

0

0

0

0

0

0

0

0.400

0

0

3,036

0

0

791

3,036

0

0

497

3,036

3,036

0.400

0

0

0

0

3,036

0.400

600

3,036

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

3,636

600

0

令和　５年度 決算

3,827

令和　６年度 決算

3,533

497

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

事業３ 事務費等

目 02

事業１ 農業振興地域整備計画管理費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 農業振興地域整備計画総合見直し事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計 01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

二次評価（外部評価）

成
果

今後の見込み

縮小

今後の見込み

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

コスト

削減 維持 増大

事業種別令和 4年度 ～ 令和 6年度

根拠法令要綱 農業振興地域の整備に関する法律

地域区分 予算要求区分施設種別 政策的経費

①

維持

コスト

連絡先 34-3221

農業委員会事務局

事業期間 政策的事務一般会計

分野

基本施策

○

　法の定めから、おおむね５年間隔で必要な予算を確保して、道路敷などの法定不適当地や生産性の低い孤立
農地等の除外を進め、優良農地を農用地として適切に管理・保全することが必要である。農業振興と開発行為
の健全な調整に向けて、引き続き地区の農業者、町会関係者、農業委員会等から意見を聴取し、本計画の適切
な管理・運営を図る。

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

農業振興地域整備計画総合見直し事業

分野

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　食料の安定供給を図るため、県が農業を振興すべきとしたエリアを基に、
市町村が優良農地（農振農用地）の設定を行うもので、法令よりおおむね5
年に一度見直すこととされている。（前回は平成28年度に完了） 




内容 

　おおむね10年間にわたり、農用地として存続すべき土地を農振農用地とし
て編入、反対に周辺の状況から農業振興を図ることが認めがたい土地は除外
し、日々変化する松本市の土地利用に合った真に確保すべき農振農用地を明
確に位置づけるもの。 



１　見直し対象 

　　市街化調整区域と四賀・安曇・奈川地区内の7,515ha、5.3万筆余り 



２　年度別計画 

　⑴　令和４年度 

　　ア　農用地等面積や土地利用等の基礎調査を実施 

　　イ　専門業者と委託契約を締結（令和４年度から２ヵ年） 

　⑵　令和５年度 

　　ア　見直し基準に基づき、除外・編入候補地を選定 

　　イ　候補地について、農振協議会等の協議、地権者の意向確認を実施 

　⑶　令和６年度 

　　　農業振興地域整備計画変更案を作成し、県協議後、完了公告を行う 






効率指標

農振農用地面積
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

7,381.000 7,381.0007,372.000

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 5年度実績 達成度R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

7,515.000

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

令和　８年度

成果指標

効率指標

7,479.000

その他

事業費

特
定
財
源

一般財源

千円

②

対象指標

活動指標

単位

ｈａ

①

②

①

②

③

①

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

2,416 2,416 604 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

活動指標の増減維持理由

総合見直しにおいて令和６年度に1500筆弱を除外

0

0

100%

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

0

令和　３年度 決算

0

0

0

0

0

0

令和　４年度 決算

11,377

4,407

0

0

0

0

7,590

4,407

6,970

4,554

0.600

0

0.000

0

0

0

3,915

0

0

0

0

0

0

0

0.400

0

0

3,036

0

0

3,915

5,452

0

0

0

2,122

1,518

0.200

0

0

0

0

0

0.000

0

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

0

0

0

令和　５年度 決算

9,367

令和　６年度 決算

2,122

0

0

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

トータルコストの増減維持理由

事業の終了

千円

千円

0

0千円

人
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事務事業評価表 （ ）

【事 務 事 業 基 本 情 報】

【事 業 概 要 ・ 指 標】

【今後の方向性】

成果指標

活動指標

対象指標

趣旨・目的 

　農作物等の災害発生に対し被害を受けた農業者の経営安定・営農継続を図
るために県と市の協調補助により支援するもの。 


内容 

１　災害対策資金利子補給 

　　県・市・ＪＡが利子を負担し、農業者の実質金利を無利子化するもの 

２　被害果実販売支援 

　　被害を受けた果樹農家の経営安定及び営農存続を図るため、県・市が 

　緊急対策事業に対して補助するもの 

　　緊急対策事業の内容 

　　⑴　出荷段ボール購入費補助 

　　⑵　予冷・運送費補助 

　　⑶　イベント費補助 


効率指標

補助金交付件数

継続事務事業

事業概要

令和 6年度

農作物等災害緊急対策事業

分野

基本施策

令和 7年度

関連所属

一次評価（内部評価）

上昇

維持

縮小

成
果

　農作物等の災害により被害を受けた農業者の経営安定・営農継続のために必要な補助です。

○

連絡先 34-3222

事業期間 その他一般会計

分野

基本施策

①

維持

コスト

根拠法令要綱 松本市農作物等災害対策事業補助金交付要綱、松本市農作物等災害経営支援利子補給金交付要綱

地域区分 予算要求区分施設種別 経常・政策的経費

事業種別～

コスト

削減 維持 増大

総
合
計
画

維持

上昇

増大削減

事務事業名

継続今後の実施方向性

会計種別

農政課

今後の見込み

今後の見込み

縮小

二次評価（外部評価）

成
果

01

項 01

担当所属

継続

６経済・産業

６－４持続可能な農業経営基盤の確立

前年度の結果

事業１ 農作物等災害緊急対策事業費

６－４持続可能な農業経営基盤の確立 款 06 事業２ 農作物等災害緊急対策事業

６経済・産業 予
算
事
業

会計

事業３ 補助金

目 02
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【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

【事 業 の 評 価】

千円

千円

0

0千円

人

トータルコストの増減維持理由

　災害資金利子補給は、令和３年度以降、毎年支出しているが、被害果実販売支援事業は災害のあった年度のみ支出するため

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

1,718

200

0

令和　５年度 決算

26,217

令和　６年度 決算

2,402

280

0

0

0

7,590

単位

千円

千円

千円

令和　７年度 予算

1,518

0.200

90

0

0

0

1,518

0.200

110

1,518

11,595

3,028

0

0

140

2,122

140

0

0.200

0

0

1,518

0

0

0

23,189

0

11,594

0

0

0

187

302

0

0.000

0

0.200

0

0

令和　４年度 決算

676

374

0

187

0

1,518

7,590

6,042

令和　３年度 決算

16,167

14,649

0

1,518

0

0

正規職員

会計年度(フル、1・2類)職員

人員

会計年度（３類）職員

その他職員

一次評価 B

成果指標の増減維持理由

活動指標の増減維持理由

令和５年度凍霜害の利子補給が新規で２件あったため。

8,607

0

一次評価 B 想定した成果や効果に結びつくものになっている

0

なっている

[目的妥当性評価] １．事業の目的、内容、方向性等が市の目指す姿を実現するためのものになっているか

[効率性評価] ３．事業コストや人的コストが適正なものになっているか

一次評価 B なっている

302 1,510 604 0

[有効性評価] ２．事業内容や方向性が想定する成果や期待する効果に結びつくものになっているか

②

7,590

人件費合計

平均年収 7,590 7,590

①

②

①

②

③

①

単位

件／年

対象指標

活動指標

②

千円

事業費

特
定
財
源

一般財源

効率指標

20.000

その他

成果指標

国庫支出金

県支出金

年　度

トータルコスト

③

①

R 4年度実績

地方債

受益者負担

目標年度

20.000

達成度R 5年度実績

【総合評価】

評
価 Ｂ

R 6年度実績 R 7年度見込 目標値

22.00022.000 0.000

1175




